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1．親委員会事業
　今年度周産期委員会親委員会事業として臨床研究に
対する周産期データベースの払い出し評価（月 1～2
件），医薬品の薬価上昇承認のための当該医薬品の臨床
的必要性の評価，用語集改訂にあたり産科関連の改訂
用語の説明文書内容修正，産科領域における専門医行
動目標の見直し，広報委員会ホームページの産科コン
テンツ内容修正，HTLV-1 キャリア診療ガイドライン
改訂における内容確認，妊婦へのスタチン製剤投与に
関して日本動脈硬化学会と日本産科婦人科学会での合
同シンポジウムの開催などの事項に関して親委員会内
で協議を行った．

2．‌�周産期データのウェブ登録推進の検討に関する小
委員会
委員長　宮下　進
委　員　‌�植田彰彦，近藤英治，佐藤昌司，‌

森崎菜穂
（1）調査対象と方法
　2022年は 427施設（2021年：416施設）が登録に参加
し，同年に出産した妊娠 22 週以降の 215,662 例（2021
年：212,776 例）が登録された．登録数は一児につき 1
レコードとした数である．
　2020 年データから入力項目および登録方法が変更
になり，登録参加施設数，登録レコード数とも一過性
に減少したが，2021年から再び増加に転じている．以
下に示す大項目12，計 330フィールドが入力項目であ
る．（［　］内はフィールド数）
・基本情報［32］
　生年月日，入院理由，不妊治療，母体紹介，妊娠回
数，分娩回数，早産回数，自然流産回数，人工妊娠中
絶回数，母身長，母体重，喫煙，飲酒，パートナー喫
煙・飲酒

・分娩［30］
　分娩年月日，妊娠週日，分娩時年齢，分娩方法，分
娩胎位，無痛分娩，TOLAC，帝王切開適応，帝王切
開麻酔，子宮切開法，分娩時出血量，誘導・陣痛促進，
頸管熟化拡張処置，胎児心拍数波形レベル分類，基線
細変動，一過性徐脈，基線異常
・産科合併症［58］
　切迫流産，切迫早産，頸管無力症，頸管長短縮，腟
内胎胞脱出，頸管縫縮術，重症妊娠悪阻，DVT，貧
血，GDM，overt DM，HDP，子癇，FGR，血液型不
適合，早産期前期破水，臨床的CAM，低置胎盤，前
置胎盤，癒着胎盤，胎盤遺残，常位胎盤早期剝離，
HELLP 症候群，脳出血，急性妊娠性脂肪肝，弛緩出
血，羊水塞栓，肺塞栓，肺水腫，産科危機的出血，産
科DIC，回旋異常，遷延分娩，分娩停止，CPD，微弱
陣痛，過強陣痛，子宮破裂，頸管裂傷，羊水過多，羊
水過少，臍帯脱出，臍帯下垂，産褥熱，周産期心筋症
・処置［29］
　酸素投与，胎盤用手剝離，血腫除去，子宮摘出，輸
血，子宮双手圧迫，会陰切開，産道裂傷・縫合，会陰
裂傷・縫合，子宮弛緩処置，バルーンタンポナーデ，
動脈塞栓術，compression suture，死戦期帝王切開，
その他
・児［26］
　胎数，多胎順位，双胎の種類，出産体重，性別，身
長，頭囲，APGAR 1分・5分，臍帯動脈血pH，転帰，
NICU入院，形態異常，胎児水腫，新生児仮死，SGA，
LGA，TTTS受血児，TTTS供血児，その他，入院施
設名，蘇生術，その他の処置
・胎児付属物［11］
　胎盤重量，臍帯長，羊水混濁，単一臍帯動脈，臍帯
付着異常，臍帯血管吻合，胎盤病理提出，Blanc分類，
臍帯炎，その他所見
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・産科既往症［25］
　妊娠中の性器出血，自然早産，切迫流産，切迫早産
（子宮収縮），切迫早産（頸管長短縮），頸管無力症，頸
管裂傷，頸部非切処置，頸部切除術，HDP，常位胎盤
早期剝離，前置胎盤，pPROM，生殖期感染症，死産，
FGR，糖尿病，GDM，overt DM，その他
・基礎疾患［35］
　中枢神経系，呼吸器，消化器，肝，腎・泌尿器，血
液，心血管，甲状腺，骨，筋肉，子宮奇形，子宮筋腫，
子宮腺筋症・内膜症，子宮頸部異形成，子宮（その他），
付属器，外傷・中毒，精神疾患，自己免疫疾患，本態
性高血圧，深部静脈血栓症，悪性腫瘍，子宮筋腫核出
術，DM，歯科疾患，その他
・感染症［19］
　GBS，クラミジア，梅毒，HBsキャリア，HCVキャ
リア，風疹 IgM，トキソプラズマ，サイトメガロ，
HTLV-1 キャリア，HIV，パルボB19，細菌性腟症，
インフルエンザ，劇症型A群溶連菌感染症，麻疹，そ
の他
・使用薬剤［28］
　肺成熟目的ステロイド，塩酸リトドリン，硫酸マグ
ネシウム，Caブロッカー，インドメサシン，プロゲス
テロン，ウリナスタチン，低用量アスピリン，ヘパリ

ン，インスリン，甲状腺機能改善薬，抗ヒト免疫グロ
ブリン，向精神薬，抗菌剤，その他
・胎児治療［5］
　胎児鏡下レーザー手術，胸腔シャント術，その他
・児死亡・他［22］
　臨床死因分類，死因，剖検，剖検所見，死亡時期，
死亡日時
　2020 年データより登録方法をオンラインへ移行し
た．以下の（1）～（3）の 3種類の登録方法があり，施設
毎に選択する．
（1）UMIN-INDICE システムより PERINATデータ
ベースにWeb ブラウザから直接入力する方法
（2）電子カルテ上の産科部門システムで入力し，CSV
ファイルを出力．これをPERINATへファイルをアッ
プロードする方法
（3）日産婦公式のFileMaker でオフライン入力し，
CSVファイルを出力．これをPERINATへファイルを
アップロードする方法
　（1）（2）（3）の方法を採用している施設数はそれぞれ，
112（26%），135（32%），131（31%），（49 施設は不明）で
あった．いずれの方法でもUMINのPERINATデータ
ベースへデータが登録・集積される．妊婦氏名，ID，
住所，電話番号等の個人情報は登録時に消去されるよ

表 1-1　全体統計［出産体重］（2022 年）

これは婦人科・標準用の雛形です【版面】W：151.96mm（片段　71.48mm）　H：208.01mm　【本文】【本文】41行　13Q　20.48H
【図】●図番号：11Q　リュウミンM　●図タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明折り返し：1字下げ　折り返し以後の行頭 1字下げ　
●図説の幅　片段：固定（段幅の左右全角下げ）　全段：固定
【表】●表番号：11Q　リュウミンM　●表タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明の折り返し：1字下げ　●表説の幅　表幅より左右 1
字下げ　●表中：10Q　11Hまたは 15H　リュウミンM　●脚注：10Q　リュウミンM　11Hまたは 15H　
【統一事項】●図表とタイトルのアキ　2.5 ｍｍ　●文献・出典　10Q　リュウミンR　●ローマ数字は Iのアキをつめて 2 バイト風に見せる（リュウミンR）
� 2023.04.17 改修

全体 ～499g 500 ～999g
1,000～
1,499g

1,500～
1,999g

2,000～
2,499g

2,500～
2,999g

3,000～
3,499g

3,500～
3,999g

4,000g
～

週数不明・
記載なし

（a）出産数＊ 215,662 781 2,358 3,180 7,879 26,526 80,025 74,843 18,333 1,685 52
（b）生産数 214,637 450 2,137 3,068 7,772 26,414 79,942 74,800 18,321 1,681 52
（c）死産数（22 週以降） 1,025 331 221 112 107 112 83 43 12 4 0
（d）死産率（対 1,000） 4.8 423.8 93.7 35.2 13.6 4.2 1.0 0.6 0.7 2.4 0.0
（e）早期新生児死亡数 291 40 67 33 42 51 37 16 3 2 0
（f）早期新生児死亡率（対 1,000） 1.4 88.9 31.4 10.8 5.4 1.9 0.5 0.2 0.2 1.2 0.0
（g）周産期死亡数 1,316 371 288 145 149 163 120 59 15 6 0
（h）周産期死亡比（対 1,000） 6.1 824.4 134.8 47.3 19.2 6.2 1.5 0.8 0.8 3.6 0.0
（i）周産期死亡率（対 1,000） 6.1 475.0 122.1 45.6 18.9 6.1 1.5 0.8 0.8 3.6 0.0
（j）後期新生児死亡数 42 11 9 3 2 5 4 4 3 1 0
（k）児転帰空欄（転帰不詳） 1,588 11 32 27 43 158 591 550 131 7 38
（L）剖検数 94 11 20 9 14 19 13 6 1 1 0
（m）剖検率（%） 6.1 2.5 6.1 5.4 8.2 10.7 9.2 7.1 4.8 12.5 ―

死産率（d）＝（c）/（a）×1,000
早期新生児死亡率（f）＝（e）/（b）×1,000
周産期死亡数（g）＝（c）＋（e）
周産期死亡比（h）＝（g）/（b）×1,000
周産期死亡率（i）＝（g）/（a）×1,000
剖検率（m）＝（L）/死亡数×100，死亡数には時期不詳の死亡を含む
＊：明らかな誤入力および不良データを除いた採用データを出産数とし，他の統計値もこの母集団を基に算出した．
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うプログラムして回収した．未入力あるいは誤入力は
専門委員によって精度チェックし修正したものを採用
データとした．調査結果は周産期委員会で回収，分析
し，その結果は 2024 年 1 月 31 日開催の周産期委員会
で承認された．
（2）登録施設
　登録施設合計 427 施設，施設区分内訳は大学病院
109，国立病院（機構）27，赤十字病院 36，その他の病
院 255 であった．また，総合周産期センター（2023 年
7 月現在 全国総数 112 施設）地域周産期センター（同
296 施設）はおのおの 111 施設（参加率 99.1%），207 施
設（同 69.9%）であり，総合周産期センターはほぼすべ

ての施設からの登録があった．
（3）周産期登録成績
1）全体統計
　出産数 215,662，生産数 214,637，22 週以降の死産数
1,025，早期新生児死亡数 291であった．周産期死亡数
は1,316であった（表1-1，1-2）．本統計の出産数215,662
は 2022 年における本邦全体の出産数（妊娠 22 週以降）
772,820（出生数 770,759＋死産数 2,061）の 27.9%，また
本データベースに登録された周産期死亡数は，わが国
全体同期間の周産期死亡数 2,527 の 52.1% となる．
2）臨床死因別統計
　周産期死亡の臨床死因別統計は，妊娠高血圧症候群，

表 1-2　全体統計［出生週］（2022 年）

これは婦人科・標準用の雛形です【版面】W：151.96mm（片段　71.48mm）　H：208.01mm　【本文】【本文】41行　13Q　20.48H
【図】●図番号：11Q　リュウミンM　●図タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明折り返し：1字下げ　折り返し以後の行頭 1字下げ　
●図説の幅　片段：固定（段幅の左右全角下げ）　全段：固定
【表】●表番号：11Q　リュウミンM　●表タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明の折り返し：1字下げ　●表説の幅　表幅より左右 1
字下げ　●表中：10Q　11Hまたは 15H　リュウミンM　●脚注：10Q　リュウミンM　11Hまたは 15H　
【統一事項】●図表とタイトルのアキ　2.5 ｍｍ　●文献・出典　10Q　リュウミンR　●ローマ数字は Iのアキをつめて 2 バイト風に見せる（リュウミンR）
� 2023.04.17 改修

全体 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

（a）出産数 215,662 192 309 365 439 459 557 607 710 951 1,205
（b）生産数 214,637 137 247 307 382 412 497 557 666 915 1,159
（c）死産数（22 週以降） 1,025 55 62 58 57 47 60 50 44 36 46
（d）死産率（対 1,000） 4.8 286.5 200.6 158.9 129.8 102.4 107.7 82.4 62.0 37.9 38.2
（e）早期新生児死亡数 291 31 16 15 12 11 7 8 12 11 7
（f）早期新生児死亡率（対 1,000） 1.4 226.3 64.8 48.9 31.4 26.7 14.1 14.4 18.0 12.0 6.0
（g）周産期死亡数 1,316 86 78 73 69 58 67 58 56 47 53
（h）周産期死亡比（対 1,000） 6.1 627.7 315.8 237.8 180.6 140.8 134.8 104.1 84.1 51.4 45.7
（i）周産期死亡率（対 1,000） 6.1 447.9 252.4 200.0 157.2 126.4 120.3 95.6 78.9 49.4 44.0
（j）後期新生児死亡数 42 3 6 7 1 2 1 0 0 1 1
（k）児転帰空欄（不詳） 1,588 7 3 5 5 4 6 5 8 8 10
（L）剖検数 94 5 3 7 4 2 5 5 5 7 2
（m）剖検率（%） 6.1 4.7 3.3 8.0 5.3 3.0 6.8 7.5 8.2 12.7 3.3

32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42～ 週数不明・
記載なし

（a）出産数 1,656 2,434 4,090 5,663 10,188 31,954 52,705 48,537 39,421 12,727 364 129
（b）生産数 1,616 2,397 4,038 5,610 10,118 31,882 52,643 48,496 39,386 12,703 362 107
（c）死産数（22 週以降） 40 37 52 53 70 72 62 41 35 24 2 22
（d）死産率（対 1,000） 24.2 15.2 12.7 9.4 6.9 2.3 1.2 0.8 0.9 1.9 5.5 0.0
（e）早期新生児死亡数 11 9 15 20 20 46 21 6 8 2 2 1
（f）早期新生児死亡率（対 1,000） 6.8 3.8 3.7 3.6 2.0 1.4 0.4 0.1 0.2 0.2 5.5 9.3
（g）周産期死亡数 51 46 67 73 90 118 83 47 43 26 4 23
（h）周産期死亡比（対 1,000） 31.6 19.2 16.6 13.0 8.9 3.7 1.6 1.0 1.1 2.0 11.0 215.0
（i）周産期死亡率（対 1,000） 30.8 18.9 16.4 12.9 8.8 3.7 1.6 1.0 1.1 2.0 11.0 178.3
（j）後期新生児死亡数 0 2 1 3 0 7 4 1 2 0 0 0
（k）児転帰空欄（不詳） 10 9 23 37 71 206 390 343 315 85 3 35
（L）剖検数 4 2 4 10 7 6 5 4 3 4 0 0
（m）剖検率（%） 7.5 3.6 5.3 12.2 7.2 4.4 5.2 6.5 5.4 11.8 0.0 0.0

死産率（d）＝（c）/（a）×1,000
早期新生児死亡率（f）＝（e）/（b）×1,000
周産期死亡数（g）＝（c）＋（e）
周産期死亡比（h）＝（g）/（b）×1,000
周産期死亡率（i）＝（g）/（a）×1,000
剖検率（m）＝（L）/死亡数×100，死亡数には時期不詳の死亡を含む
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母体疾患，前置胎盤，常位胎盤早期剝離，その他の胎
盤異常，臍帯の異常，胎位・胎勢・回旋の異常，以上に
含まれない新生児呼吸障害，以上に含まれない胎児・
新生児低酸素症，以上に含まれない胎児・新生児損傷，
以上に含まれない低出産体重，形態異常，胎児・新生
児の溶血性疾患，周産期の感染，多胎妊娠・双胎間輸
血症候群，非免疫性胎児水腫，その他（不明を含む）の
17 死因とした．2019 年までは含まれていた「娩出力の
異常」は 2020 年以降は集計されないことになった．
　臨床死因別に死亡数，全死亡数に対する割合，死産
数，早期新生児死亡数，出生体重別死亡数（～499g，
500～999g，1,000g 以上），分娩週数別死亡数（22～27
週，28 週以降）を表 2に示した．
3）登録施設別の集計結果
　登録施設別の出産数，死産数，生産数，早期新生児
死亡数，死産率，早期新生児死亡率，周産期死亡数，
周産期死亡比，周産期死亡率，剖検数および剖検率を
表 3に示した．
4）主な調査項目の集計結果
・母体紹介，母体搬送：有効回答数213,172：母体紹介

「あり」167,369 件，「なし」45,803 件，記載なし 2,490 件
であった．帰省分娩は12,807件であった．母体搬送「あ
り」は17,482件であり，うち緊急搬送は13,426件であっ
た．
・分娩回数：有効回答数 215,147：初産は 106,948
（49.5%）であった．
・分娩時母体年齢：有効回答数 214,313：14 歳以下：
20，15～19歳：1,402，20～24歳：12,030，25～29歳：
45,186，30～34 歳：73,050，35～39 歳：60,453，40～
44歳：20,989，45～49歳：1,086，50歳以上：97であっ
た．
・不妊治療：有効回答数 213,998：不妊治療「なし」
170,041，「あり」43,957（20.5%）．排卵誘発が8,728，IVF-
ET 26,377，AIH 6,319，ICSI 11,503，その他 8,339（重
複回答あり）であった．
・分娩胎位：有効回答数 214,567 中，頭位 197,057
（91.8%），骨盤位 13,801（6.4%），その他 3,709（1.7%）で
あった．
・分娩様式：有効回答数 215,081 中，自然経腟分娩
115,127，吸引分娩 14,319，鉗子分娩 2,817，予定帝王

表 2　主要臨床死因別統計（2022 年）

これは婦人科・標準用の雛形です【版面】W：151.96mm（片段　71.48mm）　H：208.01mm　【本文】【本文】41行　13Q　20.48H
【図】●図番号：11Q　リュウミンM　●図タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明折り返し：1字下げ　折り返し以後の行頭 1字下げ　
●図説の幅　片段：固定（段幅の左右全角下げ）　全段：固定
【表】●表番号：11Q　リュウミンM　●表タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明の折り返し：1字下げ　●表説の幅　表幅より左右 1
字下げ　●表中：10Q　11Hまたは 15H　リュウミンM　●脚注：10Q　リュウミンM　11Hまたは 15H　
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� 2023.04.17 改修

主要臨床死因 死因別
死亡数 （%） 死産数

早期�
新生児�
死亡数

後期�
新生児�
死亡数

～ 499g 500 ～999g
1,000g
以上

体重不明・
記載なし

22 ～
27 週

28 週
以降

週数不明・
記載なし

（1）妊娠高血圧症候群 21 1.4 15 5 1 12 6 3 0 14 7 0
（2）母体疾患 17 1.1 14 2 0 10 3 4 0 8 7 2
（3）前置胎盤 2 0.1 2 0 0 1 0 1 0 1 1 0
（4）常位胎盤早期剝離 101 6.5 92 9 0 11 7 83 0 16 85 0
（5）その他の胎盤異常 20 1.3 17 3 0 14 4 2 0 12 8 0
（6）臍帯の異常 132 8.6 126 5 1 25 44 63 0 50 82 0
（7）�胎位・胎勢・回旋の異常 3 0.2 2 1 0 0 2 1 0 2 1 0
（8）�以上に含まれない新生児呼

吸障害
38 2.5 1 32 5 8 14 16 0 21 17 0

（9）�以上に含まれない胎児・新
生児低酸素症群

13 0.8 4 7 2 1 5 7 0 3 10 0

（10）�以上に含まれない胎児・新
生児損傷

4 0.3 3 1 0 2 2 0 0 3 1 0

（11）�以上に含まれない低出産体
重

40 2.6 14 17 9 21 15 4 0 35 5 0

（12）形態異常 225 14.6 93 121 11 21 35 169 0 28 197 0
（13）�胎児・新生児の溶血性疾患 2 0.1 1 1 0 0 0 2 0 0 2 0
（14）周産期の感染 37 2.4 22 13 2 13 16 8 0 26 9 2
（15）�多胎妊娠・双胎間輸血症候

群
63 4.1 61 1 1 46 7 10 0 18 45 0

（16）非免疫性胎児水腫 46 3.0 37 9 0 9 9 28 0 13 31 2
（17）その他・不明 547 35.5 479 56 9 163 119 265 0 184 352 11
（18）空欄 231 15.0 42 8 1 90 39 102 0 65 138 28

合計 1,542 100 1,025 291 42 447 327 768 0 499 998 45
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表 3　施設別集計（2022 年）

施施設設
番番号号 施施設設名名

出出産産数数*
(a)

死死産産数数
(b)

生生産産数数
(c)

早早期期
新新生生児児
死死亡亡数数
(d)

死死産産率率
(e)

早早期期
新新生生児児
死死亡亡率率
(f)

周周産産期期
死死亡亡数数
(g)

周周産産期期
死死亡亡比比
(h)

周周産産期期
死死亡亡率率
(i)

後後期期
新新生生児児
死死亡亡数数
(j)

剖剖検検数数
(L)

剖剖検検率率
(m)

010008 手稲渓仁会病院 523 2 521 0 3.8 0.0 2 3.8 3.8 0 0 0.0
010010 函館中央病院 587 4 583 0 6.8 0.0 4 6.9 6.8 0 0 0.0
010011 函館五稜郭病院 132 0 132 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
010021 市立札幌病院 598 6 592 3 10.0 5.1 9 15.2 15.1 0 0 0.0
010024 NTT東日本札幌病院 407 1 406 2 2.5 4.9 3 7.4 7.4 0 1 25.0
010025 札幌医科大学 313 0 313 2 0.0 6.4 2 6.4 6.4 0 1 33.3
010027 北海道大学 362 2 360 2 5.5 5.6 4 11.1 11.0 0 0 0.0
010030 北海道病院 457 0 457 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
010034 天使病院 612 1 611 5 1.6 8.2 6 9.8 9.8 0 1 16.7
010038 北海道厚生連旭川厚生病院 652 0 652 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
010040 旭川医科大学 290 2 288 0 6.9 0.0 2 6.9 6.9 0 0 0.0
010042 JA北海道厚生連帯広厚生病院 698 2 696 0 2.9 0.0 2 2.9 2.9 0 0 0.0
010043 釧路赤十字病院 855 2 853 0 2.3 0.0 2 2.3 2.3 0 0 0.0
010046 小樽協会病院 138 1 137 0 7.2 0.0 1 7.3 7.2 0 0 0.0
010047 北見赤十字病院 354 2 352 1 5.6 2.8 3 8.5 8.5 0 0 0.0
020004 青森県立中央病院 432 9 423 0 20.8 0.0 9 21.3 20.8 0 0 0.0
020007 八戸市立市民病院 1,004 4 1,000 0 4.0 0.0 4 4.0 4.0 0 0 0.0
020011 国立病院機構弘前総合医療センター 389 0 389 1 0.0 2.6 1 2.6 2.6 0 0 0.0
020012 弘前大学 223 2 221 1 9.0 4.5 3 13.6 13.5 0 0 0.0
030001 岩手県立中央病院 342 0 342 1 0.0 2.9 1 2.9 2.9 0 0 0.0
030004 岩手医科大学 235 2 233 3 8.5 12.9 5 21.5 21.3 1 2 33.3
030006 盛岡赤十字病院 512 1 511 0 2.0 0.0 1 2.0 2.0 0 0 0.0
030007 岩手県立久慈病院 83 0 83 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
030010 岩手県立二戸病院 263 1 262 0 3.8 0.0 1 3.8 3.8 0 0 0.0
030014 岩手県立中部病院 559 1 558 0 1.8 0.0 1 1.8 1.8 0 0 0.0
040003 仙台市立病院 1,051 2 1,049 0 1.9 0.0 2 1.9 1.9 0 0 0.0
040004 東北大学 873 4 869 0 4.6 0.0 4 4.6 4.6 0 3 75.0
040011 仙台赤十字病院 693 5 688 1 7.2 1.5 6 8.7 8.7 0 0 0.0
040013 仙台医療センター 1,118 2 1,116 0 1.8 0.0 2 1.8 1.8 0 0 0.0
040022 石巻赤十字病院 707 2 705 0 2.8 0.0 2 2.8 2.8 0 0 0.0
040026 宮城県立こども病院 235 4 231 4 17.0 17.3 8 34.6 34.0 0 0 0.0
040029 東北医科薬科大学病院 189 0 189 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
050001 秋田赤十字病院 651 4 647 0 6.1 0.0 4 6.2 6.1 1 0 0.0
050002 市立秋田総合病院 136 2 134 0 14.7 0.0 2 14.9 14.7 0 0 0.0
050003 秋田大学 301 0 301 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
050010 大館市立総合病院 445 0 445 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
050012 平鹿総合病院 291 2 289 0 6.9 0.0 2 6.9 6.9 0 0 0.0
060002 山形県立中央病院 400 3 397 3 7.5 7.6 6 15.1 15.0 1 0 0.0
060004 山形済生病院 656 2 654 2 3.0 3.1 4 6.1 6.1 1 0 0.0
060005 山形大学 354 5 349 1 14.1 2.9 6 17.2 16.9 0 0 0.0
060007 鶴岡市立荘内病院 251 0 251 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
060008 日本海総合病院 386 2 384 1 5.2 2.6 3 7.8 7.8 0 0 0.0
060011 米沢市立病院 265 0 265 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
070003 福島県立医科大学 543 5 538 2 9.2 3.7 7 13.0 12.9 0 2 28.6
070009 太田西ノ内病院 439 3 436 2 6.8 4.6 5 11.5 11.4 0 0 0.0
070011 竹田綜合病院 816 2 814 1 2.5 1.2 3 3.7 3.7 0 0 0.0
070015 いわき市医療センター 694 1 693 1 1.4 1.4 2 2.9 2.9 0 0 0.0
070025 公立岩瀬病院 481 0 481 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
080001 土浦協同病院 762 5 757 2 6.6 2.6 7 9.2 9.2 0 0 0.0
080003 霞ヶ浦医療センター 274 0 274 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
080007 筑波大学附属病院 981 0 981 1 0.0 1.0 1 1.0 1.0 0 0 0.0
080022 JAとりで総合医療センター 300 0 300 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
090004 獨協医科大学 490 1 489 2 2.0 4.1 3 6.1 6.1 0 0 0.0
090005 済生会宇都宮病院 910 0 910 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
090006 芳賀赤十字病院 238 0 238 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
090010 那須赤十字病院 514 1 513 0 1.9 0.0 1 1.9 1.9 0 0 0.0
090011 足利赤十字病院 239 1 238 0 4.2 0.0 1 4.2 4.2 0 0 0.0
090012 佐野厚生総合病院 348 0 348 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
090015 自治医科大学 941 14 927 4 14.9 4.3 18 19.4 19.1 1 0 0.0
090018 国際医療福祉大学病院 450 1 449 0 2.2 0.0 1 2.2 2.2 0 0 0.0
100005 高崎総合医療センター 223 1 222 0 4.5 0.0 1 4.5 4.5 0 0 0.0
100008 前橋赤十字病院 471 0 471 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
100009 JCHO群馬中央病院 456 0 456 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
100012 群馬大学 395 1 394 0 2.5 0.0 1 2.5 2.5 0 0 0.0
100015 太田記念病院 213 1 212 0 4.7 0.0 1 4.7 4.7 0 0 0.0
100018 桐生厚生総合病院 240 1 239 0 4.2 0.0 1 4.2 4.2 0 0 0.0
100029 群馬県立小児医療センター 248 2 246 1 8.1 4.1 3 12.2 12.1 0 1 9.1
110003 自治医科大学さいたま医療センター 464 0 464 1 0.0 2.2 1 2.2 2.2 0 0 0.0
110005 済生会川口総合病院 623 0 623 1 0.0 1.6 1 1.6 1.6 0 0 0.0
110007 川口市立医療センター 559 2 557 1 3.6 1.8 3 5.4 5.4 0 1 33.3
110009 さいたま市立病院 829 4 825 1 4.8 1.2 5 6.1 6.0 0 0 0.0
110010 さいたま赤十字病院 1,056 3 1,053 3 2.8 2.8 6 5.7 5.7 1 1 14.3
110014 越谷市立病院 440 3 437 0 6.8 0.0 3 6.9 6.8 1 0 0.0
110016 獨協医科大学埼玉医療センター 434 1 433 0 2.3 0.0 1 2.3 2.3 0 1 33.3
110020 埼玉医科大学病院 611 10 601 0 16.4 0.0 10 16.6 16.4 0 0 0.0
110022 埼玉医科大学総合医療センター 992 11 981 4 11.1 4.1 15 15.3 15.1 1 1 6.3
110023 国立病院機構埼玉病院 734 4 730 0 5.4 0.0 4 5.5 5.4 0 0 0.0
110026 西埼玉中央病院 400 0 400 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
110027 防衛医科大学校 305 2 303 0 6.6 0.0 2 6.6 6.6 0 0 0.0
110032 深谷赤十字病院 295 0 295 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120002 千葉医療センター 102 0 102 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120005 千葉大学 599 8 591 2 13.4 3.4 10 16.9 16.7 0 0 0.0
120006 千葉市立海浜病院 649 3 646 1 4.6 1.5 4 6.2 6.2 0 0 0.0
120009 日本医科大学付属千葉北総病院 66 0 66 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120012 松戸市立総合医療センター 741 2 739 0 2.7 0.0 2 2.7 2.7 0 1 50.0
120015 東京歯科大学市川総合病院 172 0 172 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120018 船橋中央病院 614 4 610 0 6.5 0.0 4 6.6 6.5 0 1 25.0
120022 東京ベイ・浦安市川医療センター 283 1 282 0 3.5 0.0 1 3.5 3.5 0 0 0.0
120023 順天堂大学医学部附属浦安病院 769 6 763 2 7.8 2.6 8 10.5 10.4 0 0 0.0
120025 東邦大学医療センター佐倉病院 255 0 255 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120027 成田赤十字病院 528 4 524 0 7.6 0.0 4 7.6 7.6 0 0 0.0
120029 国保旭中央病院 722 0 722 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120034 君津中央病院 291 2 289 0 6.9 0.0 2 6.9 6.9 0 0 0.0
120035 亀田総合病院 579 0 579 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120036 帝京大学ちば総合医療センター 170 0 170 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120051 東京女子医科大学八千代医療センター 689 1 688 0 1.5 0.0 1 1.5 1.5 0 0 0.0
120053 千葉愛友会記念病院 192 0 192 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120063 国際医療福祉大学成田病院 130 0 130 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
120064 キッコーマン総合病院 118 1 117 0 8.5 0.0 1 8.5 8.5 0 0 0.0
130005 三井記念病院 139 0 139 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
130007 東京警察病院 441 0 441 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
130012 聖路加国際病院 1,412 5 1,407 0 3.5 0.0 5 3.6 3.5 0 1 20.0
130013 東京慈恵会医科大学 879 6 873 7 6.8 8.0 13 14.9 14.8 0 0 0.0
130014 虎の門病院 111 0 111 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130015 総合母子保健センター愛育病院 2,933 9 2,924 0 3.1 0.0 9 3.1 3.1 0 0 0.0
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130017 東京都済生会中央病院 77 0 77 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130023 順天堂大学 1,279 5 1,274 3 3.9 2.4 8 6.3 6.3 0 4 50.0
130024 東京医科歯科大学医学部附属病院 369 2 367 0 5.4 0.0 2 5.4 5.4 0 0 0.0
130025 日本医科大学 450 4 446 0 8.9 0.0 4 9.0 8.9 0 0 0.0
130026 東京大学 1,213 1 1,212 0 0.8 0.0 1 0.8 0.8 0 0 0.0
130029 東京女子医科大学付属足立医療センター 508 3 505 2 5.9 4.0 5 9.9 9.8 0 4 80.0
130034 東京慈恵会医科大学葛飾医療センター 227 1 226 0 4.4 0.0 1 4.4 4.4 0 0 0.0
130036 賛育会病院 895 4 891 0 4.5 0.0 4 4.5 4.5 0 0 0.0
130037 同愛記念病院 126 0 126 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130038 東京都立墨東病院 824 4 820 0 4.9 0.0 4 4.9 4.9 0 0 0.0
130044 NTT東日本関東病院 384 0 384 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130046 昭和大学 1,158 5 1,153 2 4.3 1.7 7 6.1 6.0 0 0 0.0
130050 東邦大学医療センター大森病院 652 6 646 1 9.2 1.5 7 10.8 10.7 0 0 0.0
130055 日本赤十字社医療センター 1,665 5 1,660 0 3.0 0.0 5 3.0 3.0 0 0 0.0
130056 東京都立広尾病院 242 0 242 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130059 JR東京総合病院 196 0 196 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130061 東京医療センター 462 0 462 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130063 厚生中央病院 167 0 167 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130069 国立成育医療研究センター 1,793 14 1,779 4 7.8 2.2 18 10.1 10.0 0 1 5.6
130074 東京医科大学 613 3 610 0 4.9 0.0 3 4.9 4.9 3 0 0.0
130076 東京山手メディカルセンター 170 0 170 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130077 慶應義塾大学 800 6 794 2 7.5 2.5 8 10.1 10.0 0 0 0.0
130078 聖母病院 1,328 2 1,326 0 1.5 0.0 2 1.5 1.5 0 0 0.0
130080 国立国際医療研究センター 276 1 275 0 3.6 0.0 1 3.6 3.6 0 0 0.0
130081 東京女子医科大学 545 2 543 2 3.7 3.7 4 7.4 7.3 0 0 0.0
130085 立正佼成会附属佼成病院 242 1 241 0 4.1 0.0 1 4.1 4.1 0 0 0.0
130086 河北総合病院 286 0 286 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130090 東京都立大塚病院 843 1 842 1 1.2 1.2 2 2.4 2.4 1 0 0.0
130092 帝京大学 560 0 560 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
130095 日本大学板橋病院 593 8 585 3 13.5 5.1 11 18.8 18.5 0 1 9.1
130096 板橋中央総合病院 721 5 716 0 6.9 0.0 5 7.0 6.9 0 2 40.0
130099 武蔵野赤十字病院 1,245 0 1,245 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130100 杏林大学 775 4 771 1 5.2 1.3 5 6.5 6.5 0 1 20.0
130102 東京都立多摩総合医療センター 1,227 9 1,218 4 7.3 3.3 13 10.7 10.6 0 1 7.7
130103 公立昭和病院 430 0 430 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130107 立川病院 546 1 545 0 1.8 0.0 1 1.8 1.8 0 0 0.0
130108 立川相互病院 356 2 354 1 5.6 2.8 3 8.5 8.4 0 0 0.0
130111 東京医科大学八王子医療センター 121 0 121 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130112 町田市民病院 466 0 466 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130113 市立青梅総合医療センター 447 2 445 0 4.5 0.0 2 4.5 4.5 0 0 0.0
130115 公立福生病院 105 0 105 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130116 東京慈恵会医科大学附属第三病院 111 1 110 0 9.0 0.0 1 9.1 9.0 0 0 0.0
130118 稲城市立病院　 352 0 352 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130119 日本医科大学多摩永山病院 226 0 226 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
130120 豊島病院 500 1 499 0 2.0 0.0 1 2.0 2.0 0 0 0.0
130144 順天堂大学練馬病院 932 1 931 1 1.1 1.1 2 2.1 2.1 0 0 0.0
130149 東京北医療センター 738 1 737 0 1.4 0.0 1 1.4 1.4 0 0 0.0
130152 永寿総合病院 197 0 197 1 0.0 5.1 1 5.1 5.1 0 1 50.0
130168 東京衛生アドベンチスト病院 1,609 2 1,607 0 1.2 0.0 2 1.2 1.2 0 0 0.0
130179 昭和大学江東豊洲病院 976 4 972 2 4.1 2.1 6 6.2 6.1 0 0 0.0
130211 附属榊原記念病院 221 3 218 0 13.6 0.0 3 13.8 13.6 0 0 0.0
130215 公立阿伎留医療センター 80 0 80 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
130216 久我山病院 377 0 377 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
140001 川崎市立川崎病院 717 0 717 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140006 日本医科大学武蔵小杉病院 997 1 996 0 1.0 0.0 1 1.0 1.0 0 0 0.0
140008 関東労災病院 709 3 706 0 4.2 0.0 3 4.2 4.2 0 0 0.0
140010 帝京大学医学部附属溝口病院 292 1 291 0 3.4 0.0 1 3.4 3.4 0 0 0.0
140012 聖マリアンナ医科大学 662 3 659 3 4.5 4.6 6 9.1 9.1 0 1 14.3
140014 けいゆう病院 750 1 749 0 1.3 0.0 1 1.3 1.3 0 0 0.0
140016 横浜労災病院 563 6 557 1 10.7 1.8 7 12.6 12.4 0 0 0.0
140019 相模原病院 194 0 194 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140020 北里大学 878 12 866 5 13.7 5.8 17 19.6 19.4 4 2 9.5
140021 相模野病院 483 1 482 0 2.1 0.0 1 2.1 2.1 0 0 0.0
140026 横浜市立みなと赤十字病院 558 0 558 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140028 済生会横浜市南部病院 506 1 505 0 2.0 0.0 1 2.0 2.0 0 0 0.0
140029 横浜市立大学附属病院 492 0 492 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140030 横浜南共済病院 493 3 490 0 6.1 0.0 3 6.1 6.1 0 0 0.0
140032 横須賀共済病院 436 2 434 0 4.6 0.0 2 4.6 4.6 0 0 0.0
140035 横浜市立市民病院 1,232 3 1,229 1 2.4 0.8 4 3.3 3.2 1 0 0.0
140037 聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院 354 2 352 0 5.6 0.0 2 5.7 5.6 0 0 0.0
140038 大和市立病院 412 0 412 1 0.0 2.4 1 2.4 2.4 0 0 0.0
140041 国際親善総合病院 335 0 335 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140042 横浜医療センター 550 4 546 0 7.3 0.0 4 7.3 7.3 0 0 0.0
140044 湘南鎌倉総合病院 524 0 524 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
140045 小田原市立病院 639 0 639 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140046 藤沢市民病院 555 4 551 0 7.2 0.0 4 7.3 7.2 0 0 0.0
140047 茅ヶ崎市立病院 374 4 370 0 10.7 0.0 4 10.8 10.7 0 0 0.0
140049 平塚市民病院 362 0 362 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140055 東海大学 258 0 258 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
140061 横浜市立大学市民総合医療センター 963 2 961 2 2.1 2.1 4 4.2 4.2 0 1 11.1
140062 神奈川県立こども医療センター 492 20 472 13 40.7 27.5 33 69.9 67.1 0 9 27.3
140063 昭和大学横浜市北部病院 974 2 972 0 2.1 0.0 2 2.1 2.1 0 0 0.0
140093 済生会横浜市東部病院 1,047 3 1,044 0 2.9 0.0 3 2.9 2.9 0 0 0.0
140102 新百合ヶ丘総合病院 393 4 389 0 10.2 0.0 4 10.3 10.2 0 0 0.0
150002 山梨県立中央病院 675 6 669 0 8.9 0.0 6 9.0 8.9 0 1 16.7
150006 山梨大学 654 1 653 1 1.5 1.5 2 3.1 3.1 0 0 0.0
160001 長野赤十字病院 452 0 452 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
160003 佐久総合病院佐久医療センター 628 1 627 0 1.6 0.0 1 1.6 1.6 0 0 0.0
160005 南長野医療センター篠ノ井総合病院 653 5 648 0 7.7 0.0 5 7.7 7.7 0 0 0.0
160006 信州大学 697 0 697 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
160008 諏訪赤十字病院 440 2 438 0 4.5 0.0 2 4.6 4.5 0 0 0.0
160010 飯田市立病院 983 2 981 0 2.0 0.0 2 2.0 2.0 0 0 0.0
160015 北信総合病院 325 1 324 0 3.1 0.0 1 3.1 3.1 0 0 0.0
170001 沼津市立病院 213 2 211 0 9.4 0.0 2 9.5 9.4 0 0 0.0
170002 順天堂大学医学部附属静岡病院 882 8 874 5 9.1 5.7 13 14.9 14.7 0 2 15.4
170008 静岡赤十字病院 373 1 372 0 2.7 0.0 1 2.7 2.7 0 0 0.0
170009 静岡県立総合病院 501 1 500 0 2.0 0.0 1 2.0 2.0 0 0 0.0
170014 静岡済生会総合病院 372 2 370 1 5.4 2.7 3 8.1 8.1 0 0 0.0
170016 静岡市立清水病院 217 0 217 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
170023 聖隷浜松病院 1,560 7 1,553 4 4.5 2.6 11 7.1 7.1 0 2 18.2
170025 浜松医科大学 571 0 571 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
170026 浜松医療センター 577 1 576 0 1.7 0.0 1 1.7 1.7 0 0 0.0
170027 聖隷三方原病院 288 0 288 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
170031 磐田市立総合病院 475 1 474 0 2.1 0.0 1 2.1 2.1 0 0 0.0
170050 静岡県立こども病院 181 0 181 3 0.0 16.6 3 16.6 16.6 4 1 14.3
180001 長岡赤十字病院 562 2 560 1 3.6 1.8 3 5.4 5.3 0 1 20.0
180008 新潟市民病院 483 2 481 0 4.1 0.0 2 4.2 4.1 0 0 0.0
180009 新潟大学 393 3 390 6 7.6 15.4 9 23.1 22.9 0 1 11.1
190001 富山大学 412 6 406 4 14.6 9.9 10 24.6 24.3 0 1 10.0
190002 富山赤十字病院 364 0 364 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
190003 富山県立中央病院 846 4 842 0 4.7 0.0 4 4.8 4.7 0 1 25.0
190004 厚生連 高岡病院 304 0 304 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
190005 黒部市民病院 482 2 480 1 4.1 2.1 3 6.3 6.2 0 0 0.0
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190006 市立砺波総合病院 290 1 289 0 3.4 0.0 1 3.5 3.4 0 0 0.0
190007 富山市民病院 368 1 367 0 2.7 0.0 1 2.7 2.7 0 0 0.0
200001 金沢医科大学 156 3 153 0 19.2 0.0 3 19.6 19.2 0 0 0.0
200003 石川県立中央病院いしかわ総合母子医療センター 574 8 566 2 13.9 3.5 10 17.7 17.4 0 1 10.0
200004 金沢大学医学部附属病院 291 3 288 1 10.3 3.5 4 13.9 13.7 0 0 0.0
210002 福井県立病院 426 1 425 1 2.3 2.4 2 4.7 4.7 1 0 0.0
210003 福井大学 302 2 300 0 6.6 0.0 2 6.7 6.6 0 0 0.0
210004 福井赤十字病院 279 1 278 1 3.6 3.6 2 7.2 7.2 0 0 0.0
210005 市立敦賀病院 237 0 237 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
210007 公立小浜病院 310 0 310 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
210009 公立丹南病院 136 0 136 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
220002 岐阜大学 289 4 285 0 13.8 0.0 4 14.0 13.8 0 0 0.0
220003 岐阜県総合医療センター 560 0 560 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 1 0 0.0
220005 松波総合病院 140 0 140 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
220006 大垣市民病院 466 6 460 1 12.9 2.2 7 15.2 15.0 0 1 14.3
220010 岐阜県立多治見病院 543 1 542 0 1.8 0.0 1 1.8 1.8 0 0 0.0
220026 市立恵那病院 305 0 305 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
230001 豊橋市民病院 864 4 860 5 4.6 5.8 9 10.5 10.4 0 2 22.2
230006 岡崎市民病院 514 2 512 1 3.9 2.0 3 5.9 5.8 0 0 0.0
230009 安城更生病院 1,178 9 1,169 2 7.6 1.7 11 9.4 9.3 0 0 0.0
230011 刈谷豊田総合病院 559 3 556 0 5.4 0.0 3 5.4 5.4 0 0 0.0
230014 日本赤十字社 愛知医療センター名古屋第一病院 1,039 7 1,032 3 6.7 2.9 10 9.7 9.6 0 0 0.0
230015 名古屋掖済会病院 340 0 340 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
230017 中部労災病院 152 0 152 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
230020 独立行政法人地域医療機能推進機構 中京病院 111 0 111 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
230029 名古屋市立大学医学部附属西部医療センタ 1,221 7 1,214 1 5.7 0.8 8 6.6 6.6 0 0 0.0
230030 名古屋市立大学医学部附属東部医療センター 202 1 201 0 5.0 0.0 1 5.0 5.0 0 0 0.0
230031 名古屋大学 452 3 449 3 6.6 6.7 6 13.4 13.3 1 0 0.0
230033 日本赤十字社 愛知医療センター名古屋第二病院 866 3 863 2 3.5 2.3 5 5.8 5.8 1 0 0.0
230034 名古屋市立大学 838 4 834 1 4.8 1.2 5 6.0 6.0 1 0 0.0
230035 藤田医科大学 642 7 635 5 10.9 7.9 12 18.9 18.7 0 2 16.7
230036 トヨタ記念病院 467 3 464 0 6.4 0.0 3 6.5 6.4 0 0 0.0
230040 愛知医科大学 431 2 429 2 4.6 4.7 4 9.3 9.3 0 0 0.0
230042 江南厚生病院 553 5 548 0 9.0 0.0 5 9.1 9.0 0 0 0.0
230043 小牧市民病院 364 1 363 0 2.7 0.0 1 2.8 2.7 0 0 0.0
230044 春日井市民病院 147 2 145 0 13.6 0.0 2 13.8 13.6 0 0 0.0
230045 公立陶生病院 293 3 290 0 10.2 0.0 3 10.3 10.2 0 0 0.0
230047 一宮市立市民病院 467 4 463 2 8.6 4.3 6 13.0 12.8 0 1 16.7
230049 海南病院 518 0 518 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
230053 豊田厚生病院 247 0 247 1 0.0 4.0 1 4.0 4.0 0 0 0.0
230055 名古屋記念病院 94 0 94 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
230077 総合大雄会病院 531 0 531 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
230108 大同病院 411 0 411 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
240002 三重県立総合医療センター 323 1 322 1 3.1 3.1 2 6.2 6.2 0 0 0.0
240003 市立四日市病院 512 0 512 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
240008 三重中央医療センター 431 6 425 2 13.9 4.7 8 18.8 18.6 0 0 0.0
240009 三重大学 443 4 439 0 9.0 0.0 4 9.1 9.0 0 0 0.0
240011 済生会松阪総合病院 284 0 284 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
240015 伊勢赤十字病院 239 2 237 1 8.4 4.2 3 12.7 12.6 0 0 0.0
250001 大津赤十字病院 358 0 358 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
250003 滋賀医科大学 564 6 558 3 10.6 5.4 9 16.1 16.0 0 1 11.1
250023 社会医療法人　誠光会　淡海医療センター 183 0 183 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
260002 京都第二赤十字病院 189 0 189 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
260003 京都府立医科大学 279 3 276 2 10.8 7.2 5 18.1 17.9 0 0 0.0
260006 京都市立病院 171 1 170 0 5.8 0.0 1 5.9 5.8 0 0 0.0
260007 京都第一赤十字病院 480 2 478 0 4.2 0.0 2 4.2 4.2 0 0 0.0
260009 京都大学 348 5 343 1 14.4 2.9 6 17.5 17.2 0 0 0.0
260012 宇治徳洲会病院 392 0 392 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
260013 京都桂病院 156 1 155 0 6.4 0.0 1 6.5 6.4 0 0 0.0
260014 京都医療センター 292 0 292 1 0.0 3.4 1 3.4 3.4 0 0 0.0
260016 三菱京都病院 454 1 453 0 2.2 0.0 1 2.2 2.2 0 0 0.0
260017 京都済生会病院 129 0 129 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
260021 洛和会音羽病院 294 0 294 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
260031 市立福知山市民病院 313 0 313 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
260034 京都府立医科大学北部医療センター 291 0 291 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
260036 日本バプテスト病院 253 0 253 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
260039 田辺中央病院 184 1 183 0 5.4 0.0 1 5.5 5.4 0 0 0.0
270003 北野病院 749 3 746 0 4.0 0.0 3 4.0 4.0 0 0 0.0
270006 淀川キリスト教病院 1,139 3 1,136 2 2.6 1.8 5 4.4 4.4 0 1 20.0
270007 大阪市立総合医療センター 958 10 948 6 10.4 6.3 16 16.9 16.7 1 1 4.2
270008 済生会野江病院 284 0 284 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
270009 大阪医療センター 166 1 165 0 6.0 0.0 1 6.1 6.0 0 0 0.0
270013 大阪警察病院 215 0 215 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
270014 大阪赤十字病院 646 3 643 0 4.6 0.0 3 4.7 4.6 0 0 0.0
270016 大阪公立大学 738 9 729 1 12.2 1.4 10 13.7 13.6 0 1 9.1
270018 日本生命病院 395 3 392 0 7.6 0.0 3 7.7 7.6 0 0 0.0
270020 JCHO大阪病院 423 1 422 0 2.4 0.0 1 2.4 2.4 0 0 0.0
270022 愛仁会千船病院 2,344 10 2,334 2 4.3 0.9 12 5.1 5.1 0 1 8.3
270025 大阪急性期・総合医療センター 1,128 3 1,125 0 2.7 0.0 3 2.7 2.7 0 0 0.0
270029 市立豊中病院 654 4 650 0 6.1 0.0 4 6.2 6.1 0 0 0.0
270032 済生会吹田病院 605 3 602 0 5.0 0.0 3 5.0 5.0 0 0 0.0
270033 市立吹田市民病院 343 1 342 0 2.9 0.0 1 2.9 2.9 0 0 0.0
270035 大阪大学 785 8 777 6 10.2 7.7 14 18.0 17.8 0 1 7.1
270036 国立循環器病研究センター 269 1 268 0 3.7 0.0 1 3.7 3.7 0 1 100.0
270040 高槻病院 1,005 10 995 2 10.0 2.0 12 12.1 11.9 0 1 8.3
270041 大阪医科薬科大学 520 7 513 2 13.5 3.9 9 17.5 17.3 0 0 0.0
270042 関西医科大学附属病院 849 5 844 4 5.9 4.7 9 10.7 10.6 0 1 11.1
270043 松下記念病院 196 0 196 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
270048 市立東大阪医療センター 604 1 603 0 1.7 0.0 1 1.7 1.7 0 0 0.0
270051 阪南中央病院 584 2 582 0 3.4 0.0 2 3.4 3.4 0 0 0.0
270053 八尾市立病院 601 0 601 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
270054 大阪はびきの医療センター 973 1 972 0 1.0 0.0 1 1.0 1.0 0 0 0.0
270056 近畿大学 217 1 216 0 4.6 0.0 1 4.6 4.6 0 0 0.0
270060 堺市立総合医療センター 194 0 194 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
270062 大阪労災病院 124 0 124 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
270065 大阪母子医療センター 1,954 25 1,929 9 12.8 4.7 34 17.6 17.4 0 11 32.4
270068 りんくう総合医療センター 666 3 663 0 4.5 0.0 3 4.5 4.5 0 0 0.0
270071 生長会ベルランド総合病院 933 3 930 0 3.2 0.0 3 3.2 3.2 0 0 0.0
280001 神戸大学 472 2 470 1 4.2 2.1 3 6.4 6.4 0 0 0.0
280002 神戸市立医療センター中央市民病院 708 5 703 0 7.1 0.0 5 7.1 7.1 0 0 0.0
280006 西神戸医療センター 390 1 389 0 2.6 0.0 1 2.6 2.6 0 0 0.0
280009 兵庫県立こども病院周産期医療センター 247 2 245 2 8.1 8.2 4 16.3 16.2 0 1 16.7
280010 神戸医療センター 113 0 113 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
280012 兵庫県立淡路医療センター 517 1 516 0 1.9 0.0 1 1.9 1.9 0 0 0.0
280015 関西ろうさい病院 363 0 363 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
280016 兵庫県立尼崎総合医療センター 1,188 5 1,183 0 4.2 0.0 5 4.2 4.2 0 0 0.0
280018 兵庫県立西宮病院 391 3 388 0 7.7 0.0 3 7.7 7.7 0 0 0.0
280020 明和病院 154 0 154 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
280021 兵庫医科大学 405 2 403 0 4.9 0.0 2 5.0 4.9 0 0 0.0
280028 公立豊岡病院 690 2 688 0 2.9 0.0 2 2.9 2.9 0 0 0.0
280030 姫路赤十字病院 619 0 619 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
280034 加古川中央市民病院 727 2 725 0 2.8 0.0 2 2.8 2.8 0 0 0.0
280040 明石医療センター 837 1 836 0 1.2 0.0 1 1.2 1.2 0 0 0.0
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切開 42,380，緊急帝王切開 38,235 であった．TOLAC
は 649 件で行われ 559 例が VBACとなった．
・帝王切開率：全体の帝王切開率（予定＋緊急）は
38.5% であった．

・分娩週数：分娩週数の分布を図 1に示す．
・出産体重：出産体重の分布を図 2に示す．
・児の性別：有効回答数214,373中，男：110,072，女：
104,139，不詳 162 であった．

280070 神戸アドベンチスト病院 469 1 468 0 2.1 0.0 1 2.1 2.1 0 0 0.0
280088 甲南医療センター 138 0 138 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
290002 市立奈良病院 288 1 287 0 3.5 0.0 1 3.5 3.5 0 0 0.0
290003 奈良県総合医療センター 727 5 722 0 6.9 0.0 5 6.9 6.9 0 0 0.0
290004 天理よろづ相談所病院 341 1 340 0 2.9 0.0 1 2.9 2.9 0 0 0.0
290007 奈良県立医科大学 702 2 700 1 2.8 1.4 3 4.3 4.3 0 0 0.0
290011 近畿大学医学部奈良病院 117 0 117 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
300001 和歌山ろうさい病院 200 0 200 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
300002 日本赤十字社和歌山医療センター 675 7 668 0 10.4 0.0 7 10.5 10.4 0 0 0.0
300003 和歌山県立医科大学 543 6 537 1 11.0 1.9 7 13.0 12.9 0 0 0.0
310001 鳥取県立中央病院 432 6 426 0 13.9 0.0 6 14.1 13.9 0 0 0.0
310005 鳥取県立厚生病院 361 1 360 0 2.8 0.0 1 2.8 2.8 0 0 0.0
310007 鳥取大学 308 1 307 2 3.2 6.5 3 9.8 9.7 0 0 0.0
320001 松江赤十字病院 350 1 349 0 2.9 0.0 1 2.9 2.9 0 0 0.0
320003 島根大学 579 3 576 0 5.2 0.0 3 5.2 5.2 0 0 0.0
320004 島根県立中央病院 607 0 607 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
330002 岡山赤十字病院 228 0 228 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
330005 岡山市立市民病院 90 0 90 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
330006 岡山大学 380 0 380 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
330007 岡山医療センター 374 6 368 1 16.0 2.7 7 19.0 18.7 0 0 0.0
330008 倉敷中央病院 828 5 823 1 6.0 1.2 6 7.3 7.2 0 0 0.0
330009 川崎医科大学附属病院 247 4 243 1 16.2 4.1 5 20.6 20.2 0 0 0.0
330010 倉敷成人病センター 1,414 4 1,410 0 2.8 0.0 4 2.8 2.8 0 0 0.0
330017 津山中央病院 208 0 208 2 0.0 9.6 2 9.6 9.6 0 1 50.0
340001 福山医療センター 507 1 506 1 2.0 2.0 2 4.0 3.9 0 0 0.0
340002 尾道総合病院 410 0 410 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
340004 市立三次中央病院 392 1 391 0 2.6 0.0 1 2.6 2.6 0 0 0.0
340007 広島市民病院 837 7 830 3 8.4 3.6 10 12.0 11.9 0 0 0.0
340008 広島赤十字・原爆病院 204 0 204 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
340009 土谷総合病院 283 1 282 0 3.5 0.0 1 3.5 3.5 0 0 0.0
340010 市立安佐市民病院 414 2 412 0 4.8 0.0 2 4.9 4.8 0 0 0.0
340012 広島大学 322 9 313 0 28.0 0.0 9 28.8 28.0 0 0 0.0
340014 県立広島病院 575 4 571 0 7.0 0.0 4 7.0 7.0 0 0 0.0
340015 呉医療センター・中国がんセンター 425 0 425 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
340016 中国労災病院 374 1 373 0 2.7 0.0 1 2.7 2.7 0 0 0.0
340018 広島総合病院 362 0 362 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 1 0 0.0
340031 東広島医療センター 469 4 465 1 8.5 2.2 5 10.8 10.7 0 0 0.0
350001 岩国医療センター 299 2 297 0 6.7 0.0 2 6.7 6.7 0 0 0.0
350003 徳山中央病院 461 6 455 0 13.0 0.0 6 13.2 13.0 0 0 0.0
350005 山口県立総合医療センター 573 0 573 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
350007 済生会下関総合病院 503 2 501 0 4.0 0.0 2 4.0 4.0 0 0 0.0
350008 山口赤十字病院 425 2 423 1 4.7 2.4 3 7.1 7.1 0 1 33.3
350009 山口大学 429 5 424 0 11.7 0.0 5 11.8 11.7 0 0 0.0
360003 徳島大学 635 2 633 0 3.1 0.0 2 3.2 3.1 0 0 0.0
370001 高松赤十字病院 681 2 679 0 2.9 0.0 2 2.9 2.9 0 0 0.0
370003 香川県立中央病院 393 3 390 0 7.6 0.0 3 7.7 7.6 0 0 0.0
370005 香川大学 623 1 622 1 1.6 1.6 2 3.2 3.2 0 0 0.0
380002 愛媛県立中央病院 889 10 879 2 11.2 2.3 12 13.7 13.5 0 0 0.0
380005 松山赤十字病院 641 3 638 1 4.7 1.6 4 6.3 6.2 0 0 0.0
380006 愛媛大学 291 3 288 2 10.3 6.9 5 17.4 17.2 0 0 0.0
380008 愛媛県立今治病院 370 1 369 0 2.7 0.0 1 2.7 2.7 0 0 0.0
380009 市立宇和島病院 157 2 155 0 12.7 0.0 2 12.9 12.7 0 0 0.0
380019 愛媛県立新居浜病院 377 0 377 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
390006 高知大学 278 5 273 3 18.0 11.0 8 29.3 28.8 0 0 0.0
390011 高知医療センター 596 3 593 0 5.0 0.0 3 5.1 5.0 0 0 0.0
400002 北九州市立医療センター 422 8 414 0 19.0 0.0 8 19.3 19.0 0 0 0.0
400003 小倉医療センター 728 6 722 0 8.2 0.0 6 8.3 8.2 0 0 0.0
400007 JCHO九州病院 236 8 228 2 33.9 8.8 10 43.9 42.4 0 0 0.0
400008 産業医科大学病院 360 3 357 3 8.3 8.4 6 16.8 16.7 1 1 12.5
400009 浜の町病院 217 0 217 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
400010 九州医療センター 511 0 511 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
400012 九州大学 678 9 669 3 13.3 4.5 12 17.9 17.7 3 0 0.0
400013 福岡大学 496 1 495 1 2.0 2.0 2 4.0 4.0 0 0 0.0
400014 福岡赤十字病院 609 9 600 0 14.8 0.0 9 15.0 14.8 0 0 0.0
400016 福岡徳州会病院 382 1 381 0 2.6 0.0 1 2.6 2.6 0 0 0.0
400017 飯塚病院 376 2 374 0 5.3 0.0 2 5.3 5.3 0 0 0.0
400020 久留米大学 598 15 583 4 25.1 6.9 19 32.6 31.8 1 0 0.0
400022 聖マリア病院 661 1 660 1 1.5 1.5 2 3.0 3.0 0 0 0.0
400052 福岡市立こども病院 378 5 373 2 13.2 5.4 7 18.8 18.5 4 0 0.0
410005 佐賀大学 164 1 163 0 6.1 0.0 1 6.1 6.1 1 0 0.0
410006 佐賀病院 623 3 620 1 4.8 1.6 4 6.5 6.4 0 0 0.0
420001 長崎みなとメディカルセンター 215 0 215 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0.0
420002 長崎大学 443 4 439 3 9.0 6.8 7 15.9 15.8 0 0 0.0
420005 長崎医療センター 624 3 621 2 4.8 3.2 5 8.1 8.0 1 1 11.1
420007 佐世保市総合医療センター 302 7 295 1 23.2 3.4 8 27.1 26.5 0 0 0.0
430002 熊本大学 343 5 338 1 14.6 3.0 6 17.8 17.5 1 0 0.0
430003 熊本市民病院 331 2 329 0 6.0 0.0 2 6.1 6.0 0 0 0.0
430004 熊本赤十字病院 226 0 226 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
440002 大分県立病院 109 6 103 0 55.0 0.0 6 58.3 55.0 0 0 0.0
440003 別府医療センター 343 3 340 0 8.7 0.0 3 8.8 8.7 0 1 33.3
440005 大分大学 170 4 166 1 23.5 6.0 5 30.1 29.4 0 0 0.0
440010 市立中津市民病院 279 1 278 0 3.6 0.0 1 3.6 3.6 0 0 0.0
450001 宮崎県立宮崎病院 531 0 531 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
450002 宮崎県立延岡病院 285 0 285 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
450003 都城医療センター 457 3 454 0 6.6 0.0 3 6.6 6.6 0 1 33.3
450005 宮崎大学 263 3 260 1 11.4 3.8 4 15.4 15.2 0 1 12.5
460001 鹿児島大学 315 5 310 1 15.9 3.2 6 19.4 19.0 0 1 16.7
460004 鹿児島市立病院 658 3 655 3 4.6 4.6 6 9.2 9.1 2 2 22.2
460007 済生会川内病院 205 0 205 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
460016 今給黎総合病院 138 0 138 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
470002 友愛医療センター 481 3 478 0 6.2 0.0 3 6.3 6.2 0 0 0.0
470006 那覇市立病院 255 1 254 1 3.9 3.9 2 7.9 7.8 0 0 0.0
470007 沖縄県立南部医療センター・こども医療センター 470 5 465 0 10.6 0.0 5 10.8 10.6 0 0 0.0
470008 琉球大学 374 0 374 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 -
470010 沖縄県立中部病院 999 4 995 0 4.0 0.0 4 4.0 4.0 0 0 0.0
470019 沖縄県立北部病院 317 2 315 0 6.3 0.0 2 6.3 6.3 0 0 0.0
999999 全施設 215,662 1,025 214,637 291 4.8 1.4 1,316 6.1 6.1 42 94 6.1
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図 1　分娩週数の分布
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図 2　出産体重の分布
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・単胎・多胎：有効回答数 214,105（登録レコード数）
中，単胎 199,558 例，双胎 14,232 例，三胎 304 例，四
胎 10 例（いずれもレコード数）であった．
・Apgarスコア1分，5分：Apgarスコア（1分）は0～
3点，4～6点，7～10 点および不詳がおのおの 6,254，
8,993，200,296および1,608，Apgarスコア（5分）は0～
3点，4～6点，7～10 点および不詳がおのおの 2,348，
3,124，210,036 および 1,517 であった．
・分娩時出血量：有効回答数 215,662 中，分娩時出血
量 は 0～499g：100,112，500～999g：72,949，1,000～
1,499g：24,867，1,500～1,999g：9,076，2,000～2,499g：
3,306，2,500～2,999g：1,329，3,000g以上：3,547であっ
た．1,000g 以上の出血は全体の 19.5%，1,500g 以上の
出血は 8.0%，2,000g 以上は 3.8%，3,000g 以上は 1.6%
であった．
・誘発・促進分娩および頸管成熟処置：有効回答数
209,072中，誘発促進分娩は63,849件（29.6%）であった．
　頸管成熟処置を行った件数はメトロイリンテル
（40mL以下），メトロイリンテル（40mL超），頸管拡張
材，その他がおのおの 10,532 件，15,763 件，6,062 件
および 1,257 件（重複あり）であった．
・分娩時CTG所見：有効回答数 110,933 中，レベル
1，2，3，4および5はそれぞれ42,619，26,883，29,010，

12,275 および 742 であった．
・母体基礎疾患：母体基礎疾患の内訳（重複あり）を図
3に示す．
・妊娠合併症：妊娠合併症の内訳（重複あり）を図 4に
示す．
・母体死亡：母体死亡は 13 例が登録され，11 例で確
認された．11例の内訳（死因）は羊水塞栓症 4例，自死
3例，頭蓋内出血 2例，不祥 2例であった．
（4）考察
　全出産登録方式によるデータベース集計を開始して
以来，登録レコード数は年々増加していたが（図 5-1，
5-2），2020 年は登録形式の大きな変更のためか登録施
設数，登録レコード数ともに一過性に減少した．しか
し2021年以降は増加に転じている．厚生労働省の人口
動態統計では出産数（妊娠 22 週以降の出生数+死産
数）は単調に減少し，婚姻件数の減少も相まって 2020
年以降も同様に減少傾向が続いている．しかし2021年
からデータ登録が産科婦人科専門医の専門研修施設要
件として強化されたためか登録施設数，登録レコード
数ともに増加に転じた．参加施設のうち，総合・地域
周産期センターが参加全施設の約 7割（318/427：
74.4%）で，高次病院を母集団とする特徴は変わってい
ない．本データベースの全出産数に対する登録カバー

図 3　母体基礎疾患の内訳（重複あり）
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率は，2010 年以降は急速に増加し 2022 年には 27.9%
に達した（図 5-3）．
　全出産登録という周産期登録データベースの煩雑さ
にもかかわらず，精度の高い入力を継続して担当され

ている各施設の医師，助産師ならびに事務担当の方々
に深謝したい．2020 年以降産科部門システムからの
データ出力が可能となった．2022年では31.6%の施設
ではその方法で登録を行っていて，入力に関わる負担

図 4　産科合併症の内訳（重複あり）
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図 5-1　登録施設数の推移
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は軽減される方向性と考えられる．
　現在の登録項目は 2020 年に改訂された．さらに，
データ収集方式をオンライン方式とし，不良データ入
力を防止するためにチェックプログラム等も改変した
新たなデータベースを運用開始した．データ精度につ
いて，登録レコード数の増加とともに未入力の空白

フィールド（空白項目）が多く見受けられるようにな
り，必要に応じて登録施設に補完入力や修正をお願い
している．
　登録事業の継続にあたって，本データベースの利便
性と有用性を損なわれぬよう，改変に伴う解析項目の
互換性，入力施設の負担などの面に問題を生じぬよう，

図 5-2　登録レコード数の推移
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今後も適宜対応していく予定である．登録項目は定期
的に（およそ5年毎に）行っていく予定であり，2025年
からは登録項目の一部改変が予定されている．
　本データベースは，個人情報が削除された個票が統
計解析に寄与できる状態で日本産科婦人科学会の管理
下にUMINサーバー内に保管される．2020 年データ
からは集積に INDICEを使用している．学会員のデー
タベース利用にあたっては，研究目的，利用する年次
範囲，発表予定の学会あるいは雑誌等について学会の
臨床研究審査委員会に申請し，承認を得た後にデータ
を使用できる（各施設での倫理審査も必要）．2016～
2023 年の間に臨床研究や各種調査目的での本データ
ベースの利用申請・承認数は63件であった．本邦にお
ける周産期情報データベースで，高次周産期施設の全
分娩に関する詳細な周産期情報が経年的に蓄積されて
いるものとしては最大のものである．データベース登
録参加施設へのフィードバックの意味からも，会員に
よる本データベースを活用した臨床研究の企画・推進
がいっそう期待される．

3．産科と新生児の合同ワーキンググループ
委員長　近藤英治
委　員　‌�杉山　隆，関沢明彦，三浦清徳，‌

山口宗影
小児科　‌�大西　聡，飛彈麻里子，水野克己，‌

森岡一朗
オブザーバー　海野信也

　本ワーキンググループでは，日本小児科学会と共同
して，産婦人科医による新生児診療の在り方，新生児
科医の育成などを協議している．2023年度は，小児科

専門医試験受験者に対するアンケート調査，医師の働
き方改革対策，新生児・乳児ビタミンK欠乏症の調査
研究，分娩費用保険診療化に関して検討を行ったため
報告する．
（1）アンケート調査
　2020 年に「小児科研修プログラムにおける新生児研
修に関するアンケート調査」を小児科専門医受験者に
対して行った．この結果を基に新生児蘇生法講習会
（NCPR）の受講の必修化が提言され，令和 5年度から
小児科領域専門研修プログラムにおいてNCPRは推
奨項目となった．1回目の調査後の新生児研修内容や
専攻医の新生児研修に関する意識の変化を調査するた
めに，2回目の調査として2022年度の小児科専門医受
験者を対象に行ったため報告する．
　対象者はプログラム制による小児科専門医研修を受
けた受験者で，回答率は 28.7%（176/614 名）であった．
ほとんどの小児科研修施設は分娩を取り扱っていた．
回答者のNCPRの受講率は 90.3% であり，78%は「自
ら受講を希望」しており，受講者の 98.8% が有意義で
あったと回答した．98.8% の専攻医が新生児集中治療
管理室（NICU）研修を受けていた．このうち 84.3% は
既にプログラムで予定されていたが，15.7% は従来の
プログラムでは予定されておらず，小児科研修医が希
望した後に研修を行うことができていた．研修施設は
総合または地域周産期センターであった．NICU研修
期 間 は「4～6か 月（34.3%）」，「7～12 か 月（27.7%）」で
あった（図 6）．小児科研修医が考える「NICU研修の望
ましい期間」は「6か月（40.6%）」「6か月から 1年未満
（34%）」であった（図 7）．一方で 2名の小児科研修医は
「NICU研修は不要」と答えており，その理由は「専門性

図 6　NICU研修期間（左：2020 年調査，右：2022 年調査）
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が高く，通常の小児科で行われる処置や診療内容と異
なるため，全ての研修医に必要とは思えない」であっ
た1）．
　本アンケートの結果から，ほとんどの小児科専攻医
は新生児研修期間中に，分娩を取り扱う医療施設に勤
務した際に必要とされる，新生児仮死の対応ならびに
低血糖・横断・嘔吐を伴う新生児の診療を経験してい
ることが明らかとなった．また，小児科研修プログラ
ムにおいて，最低 6か月間のNICU研修が望ましいと
考えられた．本ワーキンググループでは，NICU研修
の必修化が難しい場合は，小児科専攻医に対して手当
などのインセンティブをつけることが提案された．本
ワーキンググループは，NICU研修は小児の総合診療
の一環としての重要性を伝える努力を今後も続け，小
児科専門医研修の必須項目に入るように，働きかけて
いきたい．今後は，小児科専門医研修プログラム統括
責任者への研修プログラムアンケートを予定している．
（2）医師の働き方改革対策
　2024 年度より医師の働き方改革が導入されるため，
多くのNICUにおいて医師の勤務体制はシフト制とな
ることが予想される．新生児医療を専門とする医師は
減少傾向であるため，その対策は重要である．周産期
医療の施設において，宿日直許可を申請している医療
機関，A水準（年間 960 時間），B水準（年間の上限が
1,860 時間）を申請する施設があるようだが，その現状
は明らかではなく，現在日本周産期新生児医学会を中
心に，全国調査などが検討されている．現状を把握し，
その対策に関して協議を行う予定である．

（3）新生児・乳児ビタミンK欠乏症の調査研究
　本邦では，新生児・乳児のビタミンK欠乏性出血症
の予防として，ビタミンK2シロップの投与は哺乳確
立時，退院時，1か月健診時に 3回内服させる方法（3
回法），あるいは，生後 3か月まで 1週間毎に 13 回内
服させる方法（3か月法）を採⽤している施設が混在し
ている．日本小児科学会の調査報告によれば，3か月
法は，肝胆道系の基礎疾患がある児のビタミンK欠乏
性出⾎症の発症を抑制する可能性が考えられた．その
ため，新生児・乳児ビタミンK欠乏性出血症の予防に
対して，ケイツーシロップⓇの添付文書内に 3か月法
（13回内服）の記載の追記，ならびに将来的にケイツー
シロップⓇの保険診療もしくは公費助成の要請が必要
と考えられる．ケイツーシロップⓇの調査研究のための
小委員会（大西聡委員長）が日本小児科学会新生児委員
会内に設定されたことが報告された．3か月法（13回内
服）を普及させるために，今後も協議を行っていく予定
である．
（4）分娩費用保険診療化にむけて
　行政は分娩費用の保険診療化を進めていく方針であ
る．しかし，分娩に関する保険点数が十分な額に設定
されなければ，低リスク分娩を扱っている医療機関の
運営が成り立たなくなり，地域によっては分娩施設が
不足することが予想される．さらに，周産期母子医療
センターは，妊産婦と新生児の管理について十分な加
算を設定しなければ，周産期母子医療センターの運営
も危ぶまれる．
　日本産科婦人科学会は，分娩に関連した実費の調査
（人件費や機器の減価償却費，更新費用を含む）を行っ

図 7　望ましいと考えられるNICU研修期間（左：2020 年調査，右：2022 年調査）
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ている．分娩費用が保険診療化された場合は，生後の
新生児管理も保険診療となることが予想される．現在
は，健常新生児は褥婦の附属として扱われており，診
療上は外来診療扱いで管理されている場合が多いた
め，新生児が保険診療で入院になった場合には，新生
児病床が不足する可能性がある．本ワーキンググルー
プでは，このような想定されうる問題点についてアン
ケート調査などを検討する必要があると考える．ま
た，「出生した児の医療費の保険診療化」については，今
後議論を行っていく予定である．

4．‌�妊娠・授乳中の医薬品等適応拡大に関する小委員
会
委員長　牧野真太郎
委　員　‌�植田彰彦，倉澤健太郎，田中博明，‌

松岡　隆，松永茂剛，和田誠司
オブザーバー　熊澤惠一

（1）フィブリノゲン製剤の適応拡大後の実態調査
　2022 年 1 月 26 日から 2023 年 8 月 19 日における本
邦で使用された産科領域におけるフィブリノゲン製剤
の使用実態を日本産科婦人科学会ホームページ内にあ
る「フィブリノゲン製剤の実態調査」に登録された結果
について解析した．
　登録された件数は 627 件であり，北海道から沖縄ま
で幅広い地域でフィブリノゲン製剤が使用されてい
た．使用件数の多い都道府県は多い順に東京都（88 件
14%），福岡県（68件 10.8%），大阪府（66件 10.8%），愛
知県（37 件 5.9％），埼玉県（31 件 4.9%），三重県（22 件
4.3%），兵庫県（20件 3.1%），千葉県（19件 3.0%）であっ
た．
　適用患者背景として患者年齢は平均 34.59±5.21 歳
（最大 49～最小 17 歳），妊娠回数は平均 2.08±1.39 回
（最大11～最小0回），出産回数は平均1.10±1.08回（最
大 8～最小 0回），身長は平均 157.96±5.34cm（最大
176～最小 143cm），体重は平均 60.18±8.86kg（最大
98～最小 37kg）であった．そのうち死亡例が 7/627 例
（1.116%）含まれていた．
　投与患者の分娩様式の内訳は帝王切開 336 件
（53.5%），経腟分娩 183 件（29.1％），吸引分娩 68 件
（10.8%），鉗子分娩 19 件（3%），クリステレル 15 件
（2.3%），未分娩 6件（0.9%）であった．
　投与時期として最も多かったのは分娩後 518 件
（82.6%）で大多数を占めていた．そのほか帝王切開中
72件（11.4%），妊娠中15件（2.3%），分娩中12件（1.9%），

帝王切開中かつ分娩後 7件（1.1%），その他 3件（0.4%）
であった．
　登録された疾患名の中で最多のものは弛緩出血で
282 件（44.9%）であった．
　続いて常位胎盤早期剝離 100 件（15.9％），癒着胎盤
43件（6.7%），羊水塞栓症 42件（6.7%），産道裂傷 19件
（3%），RPOC19 件（3%）と続いた．
　初回投与量は平均2.91g±0.71g，中央値3g（最大6～
最小 1g）であった．使用量ごとの件数は 1g；42 件
（6%），2g；17 件（3%），3g；527 件（84%），4g；5 件
（1%），5g；6件（1%），6g；11件（2%），未入力；19件
（3%）であった．
　627 登録件数中，初回投与前にフィブリノゲン値の
測定がなされたものは 572 件（84%）であった．高率に
フィブリノゲンの測定がなされていた．
1）‌�投与前フィブリノゲン値と血中濃度上昇量の相関
（図 8）

　登録された中で初回投与にフィブリノゲン 3g の投
与が行われたものに限定して，フィブリノゲン製剤3g
投与における投与前後のフィブリノゲンの値を解析し
た．初回投与前のフィブリノゲン値は 122.5mg/dL，
初回投与後のフィブリノゲン値は 225.8mg/dL であ
り，その差の平均は 103.3mg/dL（p＜0.0001），標準誤
差3.21mg/dL（p＜0.0001）であった．フィブリノゲン製
剤 3g の投与は約 100mg/dL の血中濃度の上昇が見込
めると考えられた．
　初回投与後のフィブリノゲン値から初回投与前の
フィブリノゲン値の差をフィブリノゲン上昇量とし，

図 8　投与前フィブリノゲン値とフィブリノゲン上昇
量の相関

mg/dL

mg/dL

666 日産婦誌76巻 6 号報　　告



初回投与前のフィブリノゲン値とフィブリノゲン上昇
量は有意な相関を認めた．（p＜0.0001）フィブリノゲン
上昇量は投与前フィブリノゲン濃度に依存すると考え
られた．
2）‌�初回投与前のフィブリノゲン濃度による outcome
の比較（図 9）

　初回投与前のフィブリノゲン濃度によってgroup分
けを行い階層化した．
　Group の詳細は以下の通りである．
　group1：フィブリンゲン血中濃度 0～50mg/dL
　group2：フィブリンゲン血中濃度 51～100mg/dL
　group3：フィブリンゲン血中濃度 101～150mg/dL
　group4：フィブリンゲン血中濃度 151～200mg/dL
　group5：フィブリンゲン血中濃度 201mg/dL～
　上記group分けによりフィブリノゲン上昇量は，そ
れ ぞ れ の 平 均 は group1 117.4mg/dL，group2 
111.8mg/dL，group3 111.0mg/dL，group4 94.0mg/
dL，group5 32.2mg/dLであった．Group5は group1，
2，3，4 に対して有意差を認めた（p＜0.0001）フィブリ
ンゲン血中濃度200mg/dLを境に血中濃度の上昇量に
鈍化が見られ，フィブリノゲン製剤による血中濃度の
上昇効果の減弱が認められた．
　また，同 group 分けによってRBC輸血使用量の比
較を行ったところ，投与前フィブリノゲン値の階層化
後のRBC輸血量の平均は group1 15.3 単位，group2 
13.8単位，group3 13.5単位，group4 13.5単位，group5 
8.8 単位であった．平均の比較を行うと，Group5 は
group1，2，3，に対して有意差を認めた．（p＜0.0001）

RBC使用量は 150～200mg/dL を境に減少していた．
全例フィブリノゲン製剤を使用していることを鑑みる
と，この値を境にRBC輸血必要量が増加する可能性
がある．フィブリノゲン製剤の有効性についてはcom-
parator がないので示すことができなかった．
　FFP輸血使用量の比較では，投与前フィブリノゲン
値の階層化後のFFP輸血量の平均は group1 16.8 単
位，group2 14.0 単位，group3 13.7 単位，group4 13.7
単位，group5 8.5 単位であった．平均の比較を行うと
group5 は group1，2，3，に対して有意差を認めた（p

＜0.0001）FFP使用量は 150～200mg/dLを境に減少し
ていた．全例フィブリノゲン製剤を使用していること
を鑑みると，この値を境にFFP必要量が増加する可能
性がある．フィブリノゲン製剤の有効性については
comparator がないので示すことができなかった．
　血小板輸血使用量は，投与前フィブリノゲン値の階
層化後の血小板輸血量の平均は group1 25.8 単位，
group2 21.0 単位，group3 20.3 単位，group4 20.2 単
位，group5 18.8 単位であった．平均の比較を行うと，
全てのグループ間で有意差を認めなかった．
3）‌�死亡例に対する投与前フィブリノゲン値の推定（図
10）

　死亡例に対するフィブリノゲン製剤初回投与前の
フィブリノゲン値の cutoff 値の推定を ROC曲線に
よって算出した．ROC曲線のAUCは 0.80282（p＝
0.0078）であった．cutoff 値は 90mg/dL であった．感
度は 1.00，特異度 0.619，真陽性 5，真陰性 351，偽陽
性 216，偽陰性 0であった．

図 9　投与前フィブリノゲン濃度別の血中濃度上昇量の比較

mg/dL
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4）副反応
　1/627（0.159%）に副作用ありとの回答があった．登録
された内容は「血栓症」であった．副作用報告は行われ
ていない．以下にその詳細を提示する．
　43歳 2妊 2産　既往帝王切開後妊娠，妊娠高血圧腎
症のため妊娠38週6日帝王切開を施行．フィブリノゲ
ンが 195mg/dLで低下しており，血小板数が低下傾向
であり，術中出血の増加が考慮されたことから帝王切
開前にフィブリノゲン 3g の投与が行われた．投与後
に血中濃度は 288mg/dLまで上昇した．輸血は行われ
ていない．帝王切開術後 3日目に右足の痛みを訴え
Homans 兆候陽性のため造影CT検査を施行し右下腿
深部静脈血栓症と診断された．フィブリノゲン製剤投
与から 3日経過しており，血栓のリスク因子が複数存
在しているため直接の因果関係を証明するのは困難で
あると考えられた．
（2）POCTの検査料算定に関する取り組み
　医療技術評価提案書（保険未収載技術用）を提出予定
である．フィブリノゲンは止血における最も重要な凝
固因子であり，不足すると大量出血を引き起こす．産
科危機的出血は妊産婦死亡原因の第 1位であり，早期
に凝固因子を補充することで死亡率を下げることがで
きる．産科分野におけるフィブリノゲンの補充に関し
ては，2021年 9月 6日よりフィブリノゲン製剤が保険
適応拡大が認められ，産科危機的出血に伴う後天性低
フィブリノゲン血症に対する使用が収載された．使用
における注意点へ「原則として血中フィブリノゲン値

が150mg/dLを下回る状態であること」「製剤投与前に
血中フィブリノゲン値を測定すること」が明記されて
おり迅速測定を行うことで製剤の早期投与・適正使用
にも繋がると考える．医療技術名としてフィブリノゲ
ン半定量，フィブリノゲン定量，クリオフィブリノゲ
ンが妥当か検討中である．
（3）Ca拮抗薬の子宮収縮抑制の適応拡大
　公知申請が必要となる案件であり，共同で作業を行
う製薬企業の探索が課題である．現時点で目に見える
進捗はない．
（4）胎児不整脈治療としてフレカイニドの適応拡大
　現在フレカイニドが妊娠禁忌になっているため，胎
児不整脈治療への適用拡大を目的として今年度途中か
ら胎児心臓病学会の依頼で開始した．2023 年 12 月に
日本医学会「薬理作用に基づく医薬品の適応外使用事
例」に，胎児頻脈性不整脈での治療薬（ジゴキシン，ソ
タロール，フレカニドの3剤）を適応外使用として申請
済みである．2024 年 9 月頃に回答が出る予定．
（5）‌�スタチンの妊娠中の禁忌外しに関する合同シンポ

ジウム
　日本産科婦人科学会と日本動脈硬化学会との合同シ
ンポジウムが下記の通りに予定されている．
―日本産科婦人科学会と日本動脈硬化学会の合同シン
ポジウム―
妊娠中のスタチン使用について語り合いましょう
開催日時：2024 年 5 月 22 日（19：30～21：30）
プログラム
座長：‌�板倉敦夫（日本産科婦人科学会 周産期委員長），

吉田雅幸（日本動脈硬化学会 副理事長）
開会あいさつ：‌�加藤聖子（日本産科婦人科学会 理事

長）
1．‌�母性内科からみるスタチンのリスクベネフィット：
村島温子（日本母性内科学会 理事長）

2．‌�FH女性の妊娠管理における産科医の課題：江川
真希子（東京医科歯科大学）
FH女性の脂質管理：斯波真理子（日本動脈硬化学
会副理事長 大阪医科薬科大学）

3．‌�妊娠中のスタチン使用：様々な視点から：熊澤惠一
（東京大学）

4．総合討論
閉会あいさつ：‌�島野仁先生（日本動脈硬化学会 理事

長）
【開催目的】
　今回の合同シンポジウムは何らかの結論を導くこと

図 10　投与前フィブリノゲン濃度別の血中濃度上昇
量の比較
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だけを目的とするのではなく，両者の意見を確認し，
相違があればさらに行うべき方略について検討するこ
とを目的とする．

5．わが国の産科医療の歩みを検証する小委員会
委員長　佐藤昌司
委　員　‌�池田智昭，板倉敦夫，倉澤健太郎，‌

中井章人
（1）小委員会事業の目的と方法
　第二次世界大戦後，産科医療に携わる医療者等の努
力により，50万出生以上の国では妊産婦死亡率，周産
期死亡率ともに，世界最小に到達した．そこでこれま
で行政，日産婦学会，産婦人科医会が実施，設立して
きた様々な試みや制度の歴史を振り返り，その成果を
記述し，検証することを本小委員会の目的とした．具
体的には，1980年代以降，周産期医学・医療の発展の
中で，とりわけ周産期センターの設置，母体搬送の普
及，胎児治療の発展，出生前診断の進歩など，今日ま
での周産期医療を取り巻く事象と動きについて疫学
的，医学・医療的および制度・施策的な流れを年代別
に検証した．

（2）年代別にみた主な事件・事象と周産期医療の変遷
　1980 年代から概ね 10 年ごとに時代を区切り，それ
ぞれの時期における主な事象について，産科医療の変
遷を示す視点から網羅した（表 4）．
・1980年以前：第二次大戦後における産科医療の大き
な転換点は，1950 年前後に日本産科婦人科学会（日産
婦），日本母性保護医協会の設立，同時期に開始された
児童福祉法に基づく母子手帳の発行，それまでの自宅
分娩から医療施設分娩への移行である．1950年には日
産婦周産期死亡登録制度が開始された．その後，1960
年代までには国内では日本新生児学会，国際的には
FIGO，AOFOGが発足し，1966 年には母子手帳が母
子保健法に基づく母子健康手帳に改変，1976年にはい
わゆる生育限界が妊娠 24 週未満へ変更された．1970
年代には新生児医療が長足の進歩を遂げ，日本全国で
NICUが設立され，新生児に対する輸液療法，気管内
挿管技術，体温管理法などが発展してきた．新生児搬
送体制の拡充もこの時期にあたる．本邦における出生
数は 1973 年の 2,091,983 人をピークに減少傾向となる
一方で，周産期死亡率，妊産婦死亡率は戦後ピークの
45.5（1956 年）および 166.7（1954 年）からほぼ直線的に

表 4　年次別にみた産科医療に関連する事象
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減少をたどり（図11），行政面，医療体制面で周産期医
療の礎が固まったといえる．
・1980 年代：1983 年には日本周産期学会が発足し「周
産期」の用語と概念が一般化する．この頃から母体搬送
体制が徐々に拡充し，1986年にはモデル事業として周
産母子センターが開設された．超音波断層装置の進歩
を背景に電子スキャン，ドプラ血流計測が登場し，母
体疾患の診断のみならず胎児形態異常の出生前診断，
ハイリスク胎児の病態診断，さらには胎児治療への応
用が始まった．早産例に対する経母体ステロイド投与，
RDSに対する肺サーファクタント投与が普及し，新生
児予後の著しい改善が見られている．胎児治療面では
胎児不整脈に対する経母体ジギタリス投与，尿路閉塞
に対する膀胱羊水腔シャント，血液型不適合妊娠に対
する超音波ガイド下臍帯輸血（Rh陰性）などが報告さ
れた．一方で，非加熱凝固製剤による肝炎の発症が社
会問題となり，母体/胎児への医療行為に関しても安全
確保とインフォームド・コンセントの重要性が叫ばれ
るようになった時期でもある．1989年における周産期
死亡率および妊産婦死亡率は各々 12.1，10.4 に低下し
た．産婦人科領域における教育制度の整備も課題とな
り，産婦人科専門医（認定医）制度の開始（1987），日本
産婦人科医会研修ノートの定期発刊，日本産科婦人科
学会用語集（1983）/用語解説集（1988）の発刊が開始さ
れた．
・1990 年代：1991 年には生育限界週数が妊娠 22 週未

満に改訂された．法律/行政面では，医療機能における
標準化を目的として日本医療機能評価機構が発足した
（1995）．母体保護法の施行（1996），総合・地域周産期
母子医療センターの発足も本年代である．胎児治療も
諸種の直達的治療が提唱され，胸腔羊水腔シャント
（1993），子宮切開による腎盂羊水腔シャント（1990），
双胎胎児一児娩出（1989），超音波ガイド下コイル塞栓
術（1992），胎児鏡下胎盤吻合血管レーザー凝固術
（1992）などが報告された．新生児医療においてはNO
吸入療法，ECMO治療が開始され，さらに新生児予後
の向上が見られている．それらにより，2000年には周
産期死亡率および妊産婦死亡率は各々5.8，6.3となり，
周産期死亡率は世界最低値に達した．一方で，1995年
には阪神淡路大震災が発生し，これを機に非常時・災
害時における周産期救急体制整備の必要性が謳われる
ことになった．
・2000年代：学会関連では，産科医療，周産期医療の
統括的学会・団体として日本産婦人科医会（2001），日
本周産期・新生児医学会（2004）が設立された．本領域
に大きな影響を与えた事件として福島大野事件
（2004），搬送先確保困難による母体死亡（奈良：2006，
東京：2008）が起こり，それまでにも増して搬送体制の
整備，産婦人科医師確保および周産期医療の標準化が
喫緊の課題となった．これらの社会的背景とも期を一
にして，本年代では医師臨床研修制度（2004），周産期
登録制度の拡充（研修基幹施設の義務参加，全出産例登

図 11　周産期死亡率，妊産婦死亡率および出生数の年次推移
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録），日本周産期新生児医学会における新生児専門医制
度（2004）と母体・胎児専門医制度（2006）が開始され，
また日本産婦人科医会事業として妊産婦死亡報告事業
（2010）と「母体安全への提言」の発刊（2010），学会・医
会による「産婦人科診療ガイドライン産科編」の発刊
（2008），NCPR事業の開始（2005），他にも関連学会等
から「遺伝学的検査に関するガイドライン」「助産所業
務ガイドライン」「NCPRガイドライン」など周産期関
連の各種ガイドライン/マニュアルが発刊され，教育体
制の充実および周産期医療の標準化と体制整備がなさ
れる時代となった．2009年からは，脳性麻痺児に対す
る産科医療補償制度（日本医療機能評価機構）が開始さ
れた．新生児医療では低体温療法（2002），産科医療で
は双胎胎児に対する胎児治療［ラジオ波（2001），胎児鏡
（2002），吻合血管レーザー凝固術（2008）］などが提唱さ
れた．2009年における周産期死亡率および妊産婦死亡
率は各々 4.2，4.8 と，ともに更なる低下が見られてい
る．
・2010 年代以降：2011 年に発生した東日本大震災で
は，改めて周産期救急体制の整備がクローズアップさ
れることとなり，2017年には災害時周産期リエゾン制
度がスタートした．また，無痛分娩による医療事故
（2017），医療事故調査制度の発足（2015）などを受け
て，「医療の安全」「QOLを念頭に置いた医療体制」が問
われてきており，周産期医療は「量（死亡率の低下）」か
ら「質（安全，安心）」の視点が重要視されてきている．
2013年にはNIPT制度が開始され，遺伝学的検査法の
発達と相まって，出生前診断は新たな時代を迎えてい
る．法律面では2019年に生育基本法が成立し，母児の
基本的権利への法的側面が強化された．学会・医会主
導によって JALA（2018～），妊産婦重篤合併症報告
（2021～），J-CIMELS（2015）が開始され，さらに多職
種連携を基本に妊産婦自死やうつ病予防を目的に，身
体面のみならず精神面でのサポート体制を築く取り
組み（母と子のメンタルヘルスフォーラム/研修会
（2017～））が強化されている．2021 年における周産期
死亡率および妊産婦死亡率は各々 2.5，3.4 と，ともに
世界 1～2位の低値である（図 11）．
（3）おわりに（今後の予定）
　本年度の小委員会では，上述のように周産期・妊産
婦死亡率の時代的変化を基礎に，その背景にある歴史
的事象を踏まえながら法律・行政関係，関連学会・団
体の取り組み，胎児医療・新生児医療の時代的変遷，
教育・研修関係（ガイドライン，普及事業）の取り組み

を網羅的に抽出した．次年度では，各項目についてさ
らに解説を加えるとともに，学会および医会が寄与し
た点，至らなかった点および今後のあり方について検
討し，最終的な報告をとりまとめる予定である．

6．周産期における感染に関する小委員会
委員長　山田秀人
委　員　‌�相澤志保子，小谷友美，菅井基行，‌

出口雅士，鳥谷部邦明，永松　健，‌
長谷川ゆり，三浦清徳，森岡一朗

オブザーバー　中野哲志
（1）新型コロナウイルス感染妊婦のレジストリ
　2023 年 3 月 31 日時点で，71 施設の感染妊婦 2,010
人のレジストリが完了し解析を終えた．症状は頻度順
に，発熱，咳嗽，咽頭痛，鼻汁，頭痛，倦怠感，筋関
節痛，味覚障害，嗅覚障害，呼吸苦であった．重症度
は，重症 0.65％，中等症Ⅱ 6.2％，中等症Ⅰ 8.2％，無
症状 8.5％を含む軽症 85％であった．中等症Ⅰ・中等
症Ⅱ・重症の割合は第 5波で多く，第 6波以降は有意
に少なかった（図12）．妊娠帰結の情報が得られた妊婦
1,272 人の 98％が生産であり，流産（1.3％）と死産
（0.5％）は多くなかった．感染診断後に発生した産科異
常として，中等症Ⅱ・重症は軽症・中等症Ⅰに比べて
早産と切迫早産が多く発症した（表 5）．
　妊娠 22 週以降出生の 1,249 児は，出生 23 週 0 日～
41 週 6 日，体重 499～4,492g で，胎児発育不全は多く
なかった．6人が死産となったが胎児感染はなかった．
3人（0.24％）に軽症の新生児感染があった．胎内感染は
1人で，他の 2人は出生後に母児接触はなかったため
胎内感染を否定できない．多変量ロジスティック回帰
分析の結果，21週以降の感染診断（OR 6.5），ワクチン
接種なし（OR 6.4），オミクロン株ではない（OR 6.3），
診断時BMI 30以上（OR 3.2），年齢31歳以上（OR 2.8），
デルタ変異株である（OR 2.8），全身併存疾患の既往/現
症（OR 2.5）は，中等症Ⅱ・重症のリスク因子であっ
た．（山田，出口）
（2）COVID-19 罹患妊婦の胎盤解析
　2023 年 12 月 31 日までに，29 例の COVID-19 罹患
妊婦の解析を行った．分娩時に陽性だった 23 例中 10
例の胎盤からSARS-CoV-2のゲノムやタンパクを検出
した．妊娠中に感染既往があっても分娩時には陰性と
なった 6例の胎盤からはウイルスは検出されなかっ
た．胎盤でウイルスが検出された例でも垂直感染はみ
られなかった（図13）．胎盤のプロテオミクス解析など
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図 12　重症度別割合：第 4波までと第 5～ 8波の比較（23/3/31 迄集計）

表 5　生産 1,243 人の COVID-19 診断後の産科異常発生

これは婦人科・標準用の雛形です【版面】W：151.96mm（片段　71.48mm）　H：208.01mm　【本文】【本文】41行　13Q　20.48H
【図】●図番号：11Q　リュウミンM　●図タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明折り返し：1字下げ　折り返し以後の行頭 1字下げ　
●図説の幅　片段：固定（段幅の左右全角下げ）　全段：固定
【表】●表番号：11Q　リュウミンM　●表タイトル・説明：11Q　16H　リュウミンM　●タイトル・説明の折り返し：1字下げ　●表説の幅　表幅より左右 1
字下げ　●表中：10Q　11Hまたは 15H　リュウミンM　●脚注：10Q　リュウミンM　11Hまたは 15H　
【統一事項】●図表とタイトルのアキ　2.5 ｍｍ　●文献・出典　10Q　リュウミンR　●ローマ数字は Iのアキをつめて 2 バイト風に見せる（リュウミンR）
� 2023.04.17 改修

全体 
n＝1,243 

〔人数（%）〕

軽症・中等症 I 
n＝1,168 

〔人数（%）〕

中等症 II・重症 
n＝75 

〔人数（%）〕
P 値 

（Fisher’s exact test）

早産 138（11） 106（9.1） 32（43） ＜0.0001
切迫早産＊ 36（2.9） 30（2.6） 6（8.0） 0.018
胎児機能不全 96（8.2） 95（8.1） 7（9.3） 0.665
妊娠高血圧症候群 50（4.0） 47（4.0） 3（3.9） ＞0.999
胎児発育不全 21（1.7） 21（1.8） 0 0.633
妊娠糖尿病 17（1.4） 14（1.2） 3（3.9） 0.085
羊水過少 9（0.72） 7（0.60） 2（2.7） 0.098
絨毛膜羊膜炎 4（0.32） 3（0.26） 1（1.3） 0.221
臓器障害 2（0.16） 1（肝腎） 1（膵炎） 0.198
常位胎盤早期剝離 7（0.56） 7（0.60） 0 ＞0.999
血栓症 5（0.40） 5（0.43） 0 ＞0.999
羊水過多 1（0.08） 1（0.09） 0 ＞0.999
＊最終的に早産となったもの，または入院加療を要したもの

図 13　SARS-CoV-2 陽性妊婦の胎盤
分娩時に SARS-CoV-2 陽性妊婦の胎盤では Syncytiotrophoblast にウイルス抗原が検出され
た．1次抗原：SARS-CoV-2 Spike
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を行い，ウイルスの胎児移行を阻止するメカニズムを
検討中である．（相澤）
（3）新生児尿CMVスクリーニングの有用性の検討
　先天性CMV感染の妊婦・新生児ターゲットスク
リーニング法の有用性を調べる前向き多施設コホート
研究を行っている．全出生児でろ紙尿CMVPCR検査
を行い，リスクによる検出の感度，特異度，PPV，NPV
を算出する．リスク因子は，発熱・感冒様症状，切迫
流早産，超音波異常，34週未満の早産，Light for date，
AABR要再検査と規定した．2023 年 12 月までに出生
児2,026人のうち5人（0.25％）が先天性CMV感染児で
あった．5人とも何らかのリスク因子が認められたた
め，ターゲットスクリーニングは有用である可能性が
高い．（山田）
（4）‌�三重県におけるCOVID-19流行後の妊婦CMV初

感染の推移に関する調査と新生児聴覚スクリー
ニングRefer 児での先天性CMV感染検索の体制
化に向けた調査

　三重県妊婦CMV抗体スクリーニングコホートによ
る先行調査で，COVID-19 流行前後で妊婦CMV初感
染率が低下した（2015～2019 年 0.9％，2020～2021 年
0.4％）．2022 年の妊婦 CMV初感染率は 0.6％に上昇
し，COVID-19 流行前の水準に戻っていた．三重県新
生児聴覚スクリーニングRefer コホートによる先行調
査では，2021年までに県下31施設中15施設で，Refer
児のCMV DNA検査の退院前採尿が実施されていた．
2023年調査では，さらに5施設で実施または準備がさ
れていた．（鳥谷部）
（5）‌�先天性CMV感染症の診療体制に関するアンケー

ト調査
　先天性サイトメガロウイルス感染症（cCMV）の臨床
管理ついて，近年，新生児尿中のウイルス核酸検出検
査が保険診療となり，症候性感染児に対するバルガン
シクロビルによる治療の保険適用も進んだ．一方で，
診療現場の中で cCMVの対策普及の現状については
不明である．今後，産婦人科専門研修実施施設を対象
にアンケート調査を行い，国内のcCMV診療の現状分
析を進め cCMV診療体制の改善につながる対策を進
める上での課題抽出行う．（永松）
（6）母子感染に関する臨床研究・調査
　2024年 1月 18日に「妊婦への能動免疫による新生児
及び乳児におけるRSウイルスを原因とする下気道疾
患の予防」を適応症として，組換えRSウイルスワクチ
ン（販売名：アブリスボ筋注用）が製造販売承認を取得

し，販売準備が進行中である．2月 17日には日本小児
科学会から，このワクチンへの理解促進と接種推奨を
促す声明が発表された．しかし，この新しいモダリティ
には，産婦人科診療現場での導入にあたり，運用上の
問題が予想される．そこで，実情を把握し適切な導入
を図る目的で，意識調査を実施予定とし必要な調査項
目の選定が完了した．（森岡，小谷）
（7）‌�妊婦におけるB群溶連菌（GBS）ならびにESBL

産生大腸菌保菌率と薬剤感受性に関する実態調
査

　妊娠35～37週の妊婦から腟・直腸スワブ（GBS研究
用）＋直腸スワブ（ESBL 産生大腸菌研究用）を採取し，
妊婦のGBS保菌率，莢膜型分布およびESBL産生大腸
菌保菌率を調査する．2024年度から全国でサンプリン
グを行い，1,000スワブの収集を目指す．現在，国立感
染症研究所において一括倫理審査を申請中である．（三
浦，長谷川）
（8）学術論文
・Komine-Aizawa S, et al. The factors influencing 
pregnant women’s selection of media sources to ob-
tain information on COVID-19 in Japan in 2021. Vac-
cines, 11, 805, 2023
・Takimoto K, et al. Chronic endometritis and uter-
ine endometrium microbiota in recurrent implanta-
tion failure and recurrent pregnancy loss. Biomedi-
cines, 11, 2391, 2023
・Ota H, et al. Toxoplasma gondii IgG avidity for the 
diagnosis of primary infection in pregnant women: 
Comparison between chemiluminescent microparti-
cle immunoassay and enzyme-linked immunosorbent 
assay. J Infect Chemother, doi.10.1016/j.jiac.2023.‌
11.019.
・山田秀人，出口雅士．COVID-19 と妊娠．日本産婦
人科・新生児血液学会誌　32，35-42，2023
・出口雅士，山田秀人．国内妊婦でのCOVID-19 の症
状と重症化．周産期医学　53，1448-1453，2023
・谷村憲司他．先天性サイトメガロウイルス感染．日
本産婦人科・新生児血液学会誌　32，27-33，2023
・太田　創他．梅毒．産婦人科の実際　72（7），657-
662，2023　
・山田秀人．感染対策と生活指導．先天性サイトメガ
ロウイルス感染症 診療ガイドライン 2023　診断と治
療社，東京，pp104-108，2023
・森岡一朗他．新生児尿による先天性 CMV感染スク
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リーニング．日本マススクリーニング学会雑誌　33，
19-30，2023
・出口雅士，谷村憲司，山田秀人．トキソプラズマ感
染症に対する薬の使い方．産婦人科の実際　73，137-
145，2024

7．周産期の遺伝に関する小委員会
委員長　関沢明彦
委　員　‌�佐村　修，三浦清徳，山田崇弘，‌

和田誠司
　本委員会は周産期における遺伝学的検査に関連する
課題について，適宜，課題を整理して，対応について
の提案を行うことを目的に組織されている．今年度は，
羊水検査や絨毛検査などの出生前遺伝学的検査の実施
実態の把握，新生児拡大スクリーニングを含めたNBS
の実施実態の把握，NIPTの臨床研究に対する意⾒書
作成の課題について検討を行ったので，その内容を概
説する．

（1）‌�羊水検査や絨毛検査などの出生前遺伝学的検査の
実態調査：特に染色体核型分析以外のマイクロア
レイ検査や，遺伝子検査の現状の把握

　超音波検査機器の精度の向上や検査技術の向上に
伴って，妊婦健診において胎児の形態異常を検出する
頻度は増加し，同時に，検出時期も早期化してきてい
る．そのような中で，胎児の遺伝学的検査が妊婦に提
案される機会も増加している．我が国における羊水染
色体検査や絨毛染色体検査の侵襲的出生前検査数は，
検査受託会社への調査から，2014 年に年間 18,500 件
あったものの，NIPTの臨床応用とその普及に伴って，
2021 年には 9,843 件と，7年で半減している．わが国
では分娩施設が 2,000 施設以上と非常に多くあるなか
で，この侵襲的出生前検査がどのような施設で実際に
行われているかの把握はできていない．そこで，今年
度，分娩取扱医療機関 2,005 施設を対象に，アンケー
ト調査を実施し，検査の実態把握を試みた．さらに，
近年，胎児の形態異常症例に対してACOGの見解では
マイクロアレイの使用が推奨されているが，その利用
実態についても調査を行った．
　調査は子ども家庭行政推進事業費補助金の研究班
（研究代表者：武藤香織）との協働で，2024 年 2 月 13
日にアンケート用紙を発送して，3月 15日を回答期限
に実施した．Webでの回答とアンケート調査用紙に直
接記入して回答する方法で実施し，調査結果は次年度

解析する予定である．なお，調査前半でのアンケート
の回収率が低かったことから，全送付者に対して再依
頼のハガキを送付して対応した．
（2）‌�新生児拡大スクリーニングを含めたNBSに関す

る妊産婦への情報提供について
　近年，従来の新生児のろ紙血を用いる新生児スク
リーニングに加えて，拡大スクリーニングとして，重
症複合免疫不全症（SCID）と脊髄性筋萎縮症（SMA）や
B細胞欠損症，ポンペ病，ファブリー病，ムコ多糖症
1型・2型，ムコ多糖症，副腎白質ジストロフィーなど
のスクリーニングを実施する妥当性についての議論が
活発に行われている．そのような中，今年度，新生児
拡大マススクリーニングについて政府が閣議決定を行
い，本スクリーニング検査を推進していく方向性が示
された．さらに，補正予算としてモデル地区における
SCID と SMAの検査費用をサポートする事業を開始
したことで，本スクリーニング検査について大きな動
きがあった．そのような状況で，分娩取扱医療機関に
おいて，現状としてどのような対象疾患の検査が行わ
れているのか，また，公費補助がどのような状況にあ
るのか，また，この検査にどのような意識を持ってい
るのかなどについて，分娩取扱医療機関（2,005施設）の
産婦人科責任者を対象にアンケート調査を実施した．
さらに，日本小児科学会の協力のもと，出生前コンサ
ルト小児科医の名簿の提供を受け，1,290人に対しても
同様の調査を行った．調査は子ども家庭行政推進事業
費補助金の研究班（研究代表者：武藤香織）との協働
で，2024 年 2月 13日にアンケート用紙を発送して，3
月 15 日を回答期限に実施した．Web での回答とアン
ケート調査用紙に直接記入して回答する方法で調査を
実施し，調査結果は次年度解析する予定である．なお，
調査前半でのアンケートの回収率が低かったことか
ら，全送付者に対して再依頼のハガキを送付して対応
した．
（3）NIPT の臨床研究に対する意⾒書作成
　こども家庭科学審議会科学技術部会『NIPT等の出
生前検査についての専門委員会』は 2020 年 5 月に専門
委員会報告書を発出し，3つの染色体トリソミーを対
象とするNIPTの実施にあたり注意すべきことや施設
基準などを示した．さらに，この報告書を基に日本医
学会内に作られた出生前検査認証制度等運営委員会に
よって具体的なNIPTの運用要綱が策定され，認証施
設による検査が行われている．この専門委員会報告書
には，3つの染色体トリソミー以外を対象とする検査
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について，検査精度などのエビデンスが十分でないの
で，臨床研究として実施することとされている．
　そのような中で，認証を受けていない施設が，一般
妊婦を対象にゲノムワイドの染色体異数性についての
検査，7Mb以上の染色体微小欠失/重複についての検
査，単一遺伝子病の検査など行っている実態がある．
一方で，胎児形態異常のある場合に通常，羊水検査が
提示され，G-band法やマイクロアレイ検査が行われて
いる実態がある中で，NIPTでのゲノムワイドの染色
体異数性，または 7Mb以上の染色体微小欠失/重複を
みる検査によって，羊水穿刺が回避できる可能性があ
るなど，臨床的に有益な場合があり，臨床研究を実施
するための指針の策定が専門委員会に求められていた．
　日産婦学会では，2022年に本件について理事会で検
討を行い，研究を実施する施設の倫理委員会で承認を
受けた計画書を本学会に提出いただき，本小委員会内
で審議して，意見書および議事録を作成し，それを理
事会に報告するとともに，研究施設に意見書を戻し，
研究施設では必要に応じて意見書に基づいた修正を
行った上で臨床研究をスタートさせることになってい
た．
　しかしながら，専門委員会内でこのことが審議され，
日産婦学会案などが報告されたものの，日産婦学会の
みが意見書を作成することに多くの異議が出され，日
本小児科学会や日本人類遺伝学会にも並行して意見書
の提出をお願いする方向で議論がすすんでいる．
　また，専門委員会での議論では，臨床研究は認証制

度での基幹施設を中心に行うこと，対象は胎児超音波
検査や家族歴等を元に臨床上疾患を有する確率が高い
集団等とすることなども同時に検討されている．ここ
での報告書が確定し，こども家庭庁から発出されるこ
とで，次年度以降，本小委員会が意見書の作成などを
担うことになるものと思われる．

8．‌�周産期の疾患・病態の基準や管理指針を考える小
委員会
委員長　板倉敦夫

（1）妊娠貧血に関する管理標準化を目指した調査研究
ワーキンググループ長　永松　健
委　員　‌�入山高行，落合大吾，春日義史，‌

竹田　純，利光正岳，牧野真太郎
　妊娠期には，月経による鉄の喪失がないが循環血液
量の増加と胎児・胎盤の発育による鉄需要が生じるた
め，妊娠末期までに約 1,000mgの鉄量増加必要になる
とされている（図14）．また，妊娠末期の貧血自体が分
娩時の出血量増加の要因となることが指摘されてお
り，妊娠中にそうした鉄需要の変化を念頭に置いて適
切な鉄量を補充することの重要性は高い．鉄欠乏性貧
血が妊産婦に与える影響について，妊娠期の貧血は早
産，低出生体重児のリスク因子となること，産褥の貧
血は母乳栄養確立の阻害，産後うつ発症のリスク増加
につながることが報告されてきた．こうしたことから
周産期予後の改善を目指した，妊産婦の貧血への対応
が世界的に注目されている．

図 14　妊娠期の鉄需要の変化
妊娠期間を通じて妊婦に必要な鉄量は次第に増加し，分娩までに合計 1,000mgの体内鉄量の
増加が必要とされている．
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　こうした動向を踏まえて日本においても，産婦人科
診療ガイドライン2023年版で妊産婦貧血に関するCQ
が新設された．このCQ作成過程では，妊産婦貧血に
関する国内データが乏しく臨床的管理に対する明確な
提案を行うことが難しい現状にあるという課題が認識
された．また，WHOでは一律にHb 11.0g/dL を貧血
の基準としているが，母児の予後の改善という視点か
ら予防や治療介入の基準については各国の社会的，医
療的背景の違いが大きいため，世界的なコンセンサス
には至っていない．さらに，妊娠期の生理的血液希釈
の影響や妊娠高血圧腎症に生じる血管内脱水，塩酸リ
トドリン点滴中の薬物による水代謝の変化といった
様々な修飾が生じることから，Hb値だけを指標とし
た貧血管理の問題点も指摘されてきた．臨床的には妊
産婦の貧血の大部分が鉄欠乏性貧血であることを踏ま
えるとフェリチンや血清鉄などのHb値以外の指標を
念頭に置く必要があるのかもしれない．
　以上の背景の下，周産期の疾患・病態の基準や管理
指針を考える小委員会では，国内の妊娠貧血に対する
臨床管理と母児の予後に関する現状とを把握するこ
と，そして，わが国の周産期医療の実情に即した妊娠
貧血の予防および鉄補充の基準に策定につながる基盤
的知見を得ることを目的とした調査研究を行うことと
した．2023年度には，具体的には鉄欠乏性貧血管理に
ついてのアンケート調査と，妊産婦の貧血および鉄代
謝マーカー（血清鉄，フェリチン）と母児の周産期アウ
トカムの関係を見る観察研究を開始している．
（2）産科DICの管理指針の策定

ワーキンググループ長　牧野真太郎
委　員　‌�植田彰彦，田中博明，田中元基，‌

松永茂剛
1）フィブリノゲン製剤の適応拡大後の実態調査
　周産期の未承認医薬品・医療器具に関する検討小委
員会報告参照．
2）‌�「大量出血症例に対する血液製剤の適正な使用のガ
イドライン」改訂

　2021 年に発行された輸血細胞学会からの大量出血
に対する血液製剤使用のガイドラインの改訂が行われ
ている．現在システマティックレビューが終了して推
奨度の投票作業中である．
　産科危機的出血への対応指針2023発刊の際に，フィ
ブリノゲン製剤の妊産婦の後天性低フィブリノゲン血
症への適応拡大と，トラネキサム酸の出血による死亡
率低下に関するRCTがその作成に大きな影響をおよ

ぼした．外科的手技に関しては，子宮動脈塞栓術に関
する放射線科医師の解説などの変更もされた．一方，
救急診療科を中心にその有効性が報告されていないも
のの，周産期領域でのエビデンスが示せないが故に本
指針で掲載できていないのがMassive Transfusion 
Protocol（MTP）である．産科大量出血患者に対する
MTPの有効性に関する対照との比較検討したRCTは
存在しないが，外傷を含めた複数の研究に鑑みて産科
大量出血に対してもMTPは有効と考えられていた．
しかし，最近になりMTP前後での血液製剤使用量を
検討した研究が 2報あり，周産期子宮全摘術を受け，
かつRBC 4単位以上を要した女性においてMTP群と
no MTP群で推定出血量と輸血投与量を比較した報告
では，推定出血量では有意差はみられず，MTP群で
FFPと血小板製剤の投与量が増加した．他の研究で
は，分娩後 24 時間以内にRBC 3 単位以上投与した
PPHの女性を対象とし，MTP導入前後でFFP：RBC
を比較したところ有意差はみられず，FFP：RBCが 1
以上の女性と 1未満の女性の転帰については同様で
あった．すなわち，極めて重症例でのRCTの実現困
難なことに加えて，FFPを含めた輸血学が周産期領域
で周知されている現状ではMTPによる輸血が有効で
あるとは言い切れないのが現状である．また，トラネ
キサム酸については，産科領域における大量出血への
抗線溶療法のエビデンスはWOMAN study の結果に
大きく依存している．しかし，トラネキサム酸に関し
てもいくつかの報告がされている．New England 
Journal of Medicine に 2023 年に掲載されたRCTで
は，帝王切開分娩を受けた患者を臍帯クランプ後にト
ラネキサム酸を投与する群とプラセボを投与する群に
無作為に割り付け，帝王切開分娩時のトラネキサム酸
の予防的使用は，母体死亡または輸血の複合転帰のリ
スクをプラセボよりも有意に低下させなかったと報告
されている．
3）‌�「産科危機的出血」に対する投薬・処置とその予後
についての疫学調査～レセプトデータを用いた産
科DIC 管理についての全国後方視的分析研究～

　産科危機的出血の治療については使用できる医療機
器や薬剤の発展に伴い変化しており，最近では地域の
特性に応じた対応が実施されている．赤血球製剤と新
鮮凍結血漿の1：1の投与や，クリオプレシピテートお
よびフィブリノゲン製剤の投与が推奨されるようにな
り，子宮腔内バルーンタンポナーデや血管内治療
（IVR：Interventional Radiology）など手技的なアプ
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ローチについても一般的な治療として母体救命治療に
組み込まれてきている．しかしこれらの取り組みの結
果，PPHの管理が実臨床の現場ではどの程度行われて
いるかやその傾向についてが明らかにされていない．
そのため全国レセプトデータを用い日本における
PPHの疫学的調査を行うとともに，上記治療がどの程
度行われているかについて調査を行うこととした．
　レセプトデータを用いた後方視的研究を実施する．
PPH産科危機的出血をきたす傷病名を有するレセプ
ト情報を特別抽出し，実施手技，投与製剤，トランサ
ミン，アンチトロンビン製剤，フィブリノゲン製剤，
クリオプレシピテート，他DIC治療薬について調査を
行う．
　現在，倫理委員会に提出済みであり，承認され次第
に匿名医療保険等関連情報データベース（NDB）より
2019年 1月から2023年 12月のレセプトデータの抽出
を行い，上記項目について後方視的に解析を行う予定
である．得られたエビデンスに鑑みて，産科危機的出
血への対応指針の改定作業を検討する．
（3）胎児発育不全の診断基準の策定を目指した研究

ワーキンググループ長　中田雅彦
委　員　‌�石井桂介，市塚清健，亀井良政，‌

高橋宏典，長﨑澄人
1）日本での胎児発育不全の診断基準について
　我が国では，胎児発育の評価は2003年に公示された
胎児体重基準値を用いて行われている．胎児発育不全
（fetal growth restriction：FGR）は産婦人科診療ガイ
ドライン産科編2023で『－1.5SD以下をFGR診断の目
安とする．胎児体重の経時的変化，胎児腹囲，および
羊水量なども考慮して総合的に診断する』と記載され
ており診断基準として広く用いられているのが現状で
ある．－1.5SDという cut off 値についてはシンプルで
非常に使いやすいものであるが，－1.5の設定に強いエ
ビデンスがあったわけではない．また，“胎児体重の経
時的変化，胎児腹囲，および羊水量なども考慮して総
合的に診断する”という文言については胎児の状態を
加味するために記載されていると思われるが曖昧な表
現となっている．
2）海外での発育不全の診断基準について
　海外での診断基準については欧州と北米で若干異な
り現時点で統一はされていない．年次別に見てみると
（表6），直近ではFIGOが 2021年に新しく定義してい
る2）．その中で重要な点は小さい児を「推定胎児体重や
腹囲の大きさが小さい＝SGA」と「病的に小さい（本来

持つ児の成長ポテンシャルに届いていない）＝FGR」
に区別している点で，実際に Small for gestational 
age：SGAを“SGA is defined as an estimated fetal 
weight or birth weight below the 10th percentile for 
gestational age.”と定義し FGRは“The definition of 
fetal growth restriction should be based on a combi-
nation of measures of fetal size percentile and Dop-
pler abnormalities”と定義し，ISUOGの基準3）を支持
している．なお，胎児発育のチャートは local あるい
はregionalに作成されたものを使用することが好まし
いことなども強調されている．
3）‌�日本の現在の診断基準と海外での診断基準の相違点
について

　日本の現在の診断基準と海外での診断基準の相違点
として重要な点は日本の現在の診断基準は『病的でな
くその児の成長ポテンシャル小さい児』と『成長が阻害
されている病的な児』の区別について言及していない
点である．海外ではこの両者を区別しており，『病的で
なくその児の成長ポテンシャルで小さい児』はSGAと
していることが多い．SGAは産婦人科診療ガイドライ
ンでは規定されておらず，産科婦人科用語集・用語解
説集（改訂第 4版）で『出生体重が－2SDあるいは
10%ile 未満』となっており出生後の扱いになってい
る．一方，『成長が阻害されている病的な児』を海外では
FGRとしており，現在の日本のいわゆる“FGR”が意味
するところとは異なる．本委員会では両者を区別する
ことが臨床上重要なことであると考えている．
4）本委員会での検討内容
　上記背景を主に本委員会では新しい診断基準を検討
中である．ただしこれまで本学会が提示してきた診断
基準と異なるため，普及しやすい簡便な診断基準であ
ること，病的な胎児の適切なスクリーニングツールで
あること，諸外国との整合性がとれることで国際的な
学術活動への一助となることなどを考慮して診断基準
を検討する必要があると考えている．我が国で周産期
予後・長期予後をoutcomeとした多機関共同前向き研
究を計画して新たなエビデンスを構築するのには長い
期間を費やすこと，諸外国との整合性の問題が生じる
ことから，多大な労力と期間を要する研究は実施しな
いこととした．基本的にはFIGO案を踏襲し推定胎児
体重基準値の 10%ile 以下の胎児を SGAとする予定で
ある．これによって出生前も出生後も同様にデータの
10%ile 以下という基準に統一することが可能となる．
そのうえで，SGAの中の一部に存在する病的なFGR
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に対する診断基準あるいは定義を日本産科婦人科学会
としてどのように定めるかを今後検討する予定であ
る．なお，上記検討は本小委員会メンバーに加えて新
たにワーキンググループを作成して行っている．
（4）‌�「胎児心拍数波形の分類に基づく分娩時胎児管理

の指針」妥当性の検証
ワーキンググループ長　松岡　隆
委　員　‌�池田智明，石川浩史，上塘正人，‌

熊谷麻子，宮越　敬
1）背景
　わが国における分娩時の胎児心拍波形にもとづく分
娩監視指針として 2010 年「胎児心拍数波形の分類に基
づく分娩時胎児管理の指針」が周産期委員会胎児機能
不全の診断基準作成と妥当性の検証に関する小委員会
（岡井崇委員長）より提言された．本指針は2011より産

科診療ガイドライン「CQ411 胎児心拍数陣痛図の評価
法とその対応は？」として採用され，現在わが国の分娩
管理指針として広く用いられており，当初 5年を目途
に見直すことを考慮していた．一方，2009年 1月に財
団法人日本医療機能評価機構（当時）により「産科医療
補償制度」が創設され，我が国の脳性麻痺事例が集約
し，原因分析委員会で事例の検討がなされ報告書が作
成されている．
2）目的
　原因分析委員会で脳性麻痺事例事例の検討がなされ
報告書が作成されている．この脳性麻痺事例のCTGを
解析することで，現在の指針の妥当性の検証を行うこ
とを主眼とするが，偽陽性が多いこの検査法の妥当性
検証は困難と思われるため，当委員会では，原因分析
委員会でも意見の統一が図られていない，胎児機能不

表 6　諸外国・学会における胎児発育不全（FGR）の診断基準
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国（発行年順） 国際学会（発行年順）

JOCG 
（カナダ） 

2013
RCOG 
 2014

DGGG 
（ドイツ） 

2016
PSANZ  

2018
ACOG  
2019

ISUOG  
2020

SMFM  
2020

FIGO  
2021

FGR
明確な定
義なしと

記載
定義なし

EFW が
10%ile 未満 

and/or 
EFW の適
切な増加が
なく臍帯動
脈か子宮動
脈が病的か
羊水過少

本来もつその
児の発育に届
いていないも

の

EFW か
AC が

10%ile 未
満

Early
AC/EFW＜
3rd centile or 
UA-AEDF

Or
1. AC/EFW

＜10th 
centile 

combined 
with

2. UtA-PI＞
95th centile 

and/or
3. UA-PI＞
95th centile

Late
AC/EFW＜

3rd
or at least 
two out of 

three of the 
following

1. AC/EFW
＜10th 
centile

2. AC/EFW 
crossing 

centiles＞2 
quartiles on 

growth 
centiles

3. CPR＜5th 
centile or 
UA-PI＞

95th centile

EFW か AC が
10%ile 未満 ISUOG を踏襲

Severe 
FGR 定義なし 定義なし 定義なし EFW が

3%ile 未満 定義なし 定義なし EFW が 3%ile
未満

AC/EFW＜
3rd centile

SGA
EFW が
10%ile
未満

EFW か
AC が

10%ile 未
満

EFW ある
いは出生体
重が 10%ile

未満

EFW あるい
は出生体重が
10%ile 未満

出生体重
が 10%ile

未満
EFW か AC が 10%ile 未満 定義なし

EFW あるい
は出生体重が
10%ile 未満

Severe 
SGA 定義なし

EFW か
AC が

3%ile 未満
定義なし 定義なし 定義なし 定義なし 定義なし 定義なし

時期 定義なし 定義なし 定義なし
Early＜32 週
Late≧32 週

定義なし
FGR

Early＜32 週，Late≧32 週
Early＜32 週
Late ≧32 週

Early＜32 週
Late ≧32 週
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全，特にレベル3，4の持続時間や強度に対する管理指
針の細則を付加することを目指す．

3）方策
　公益財団法人日本医療機能評価機構産科医療補償制
度運営部の管理する脳性麻痺事例のCTG，マスキング

表 7　第 13 回再発防止報告書　「表Ⅲ -1　原因分析報告書において脳性麻痺発症の主たる原因として記載された
病態」より一部抜粋
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病態 件数 %

原因分析報告書において主たる原因として単一の病態が記されているもの 1,425   46.5

胎盤の剝離または胎盤からの出血    483   15.8

常位胎盤早期剝離 475 （15.5）

前置胎盤・低置胎盤の剝離 8 （0.3）

臍帯因子    369   12.0

臍帯脱出 69 （2.3）

臍帯脱出以外の臍帯因子注3） 300 （9.8）

感染      99     3.2

GBS 感染症 53 （1.7）

ヘルペス脳炎 21 （0.7）

その他の感染注4） 25 （0.8）

児の頭蓋内出血      68     2.2

子宮破裂      57     1.9

双胎における血流の不均衡（双胎間輸血症候群を含む）      59     1.9

胎児母体間輸血症候群      53     1.7

母体の呼吸・循環不全      45     1.5

羊水塞栓症 16 （0.5）

羊水塞栓症以外の母体の呼吸・循環不全 29 （0.9）

児の脳梗塞      54     1.8

胎盤機能不全または胎盤機能の低下注5）      33     1.1

その他注6）    105     3.4

原因分析報告書において主たる原因として複数の病態が記されているもの注7）    293     9.6

【重複あり】 臍帯脱出以外の臍帯因子注3）    179     5.8

胎盤機能不全または胎盤機能の低下注5）      81     2.6

感染注8）      40     1.3

常位胎盤早期剝離      37     1.2

原因分析報告書において主たる原因が明らかではない，または特定困難とされているもの 1,345   43.9

脳性麻痺発症に関与すると推定される頭部画像所見注9）または産科的事象注10）あり注11）        0     0.0

妊娠期注12）・分娩期の発症が推測される事例 0 （0.0）

新生児期注13）の発症が推測される事例 0 （0.0）

脳性麻痺発症に関与すると推定される頭部画像所見または産科的事象なし注14）        0     0.0

脳性麻痺発症の原因は不明である事例 0 （0.0）

先天性要因注15）の可能性があるまたは可能性が否定できない事例 0 （0.0）

合計 3,063 100.0
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データの供与を求める．
　症例選択基準を機構との協議の上，以下のように設
定した（表 7）．
　第13回再発防止報告書の分析対象事例3,063件のう
ち，表のハイライトの項目「胎盤の剝離または胎盤から
の出血」483件，「臍帯因子」389件，「感染」99件，「胎児機
能不全または胎盤機能の低下」33 件，「その他」105 件を
加算すると1,089件．この1,089件より，再発防止デー
タベースの胎児心拍数陣痛図なし事例 141 件を減算し
948件となる．報告書で「胎児心拍聴取実施事例におけ
る胎児心拍数聴取に関する産科医療の質向上を図るた
めの指摘があった項目」全 760 件のうち，2009～2014
年の出生事例ベース（補償対象件数確定件数）617 件，
また，その中でもCTGの判読と対応に関するのもの
486 件と算出した．
　現在，対象 486 件のマスキング処理中であり，来年
度はマスキングされたCTGと分娩経過および報告書
をもとにレベル3，4が持続した事例の継続時間の判読
解析を行う．
（5）‌�微弱陣痛による分娩遷延に対する標準的な介入法

の策定を目指した研究
ワーキンググループ長　進藤亮輔
委　員　‌�青木　茂，入山高行，馬詰　武，‌

増山　寿
研究協力　三角俊裕，森脇征史

1）本WG設置の背景
　現在わが国には“遷延分娩”の定義（分娩所要時間が
初産婦で 30 時間，経産婦で 15 時間以上）は存在する
が，介入の目安とするべき分娩遷延の目安は存在しな
い．古くはFriedman 曲線を基に米国産科婦人科学会

（ACOG）が作成した分娩遷延の基準が参考にされてき
たが，米国では本基準はすでに見直されている．さら
に，分娩停止の定義（適切な陣痛の下で2時間以上変化
がない：産科婦人科用語集第4版）もFriedman曲線を
根拠としており見直しが必要と考える．
　ACOGは 2024 年 1 月にガイドラインを改訂し，分
娩遷延・停止の定義を（表 8）のように示した．分娩第
一期活動期以降の遷延については米国の62,415例を対
象としたZhangらの分娩曲線のデータから，子宮口が
1cm開大するための所要時間の 95 パーセンタイル値
を根拠に設定されている．また，分娩第二期の遷延に
ついても同曲線の 95 パーセンタイル値が根拠となっ
ている．さらに，分娩第二期の時間が長くなっても経
腟分娩の可能性がある例が多く含まれることや，二期
の所要時間が長くなることで増加することが懸念され
る母児の合併症も考慮して今回の指標を示している．
　分娩第一期活動期の分娩停止については 2014 年の
ACOGの提言にあった指標をそのまま継承している．
この指標の根拠には Friedman 曲線を基準に診断した
分娩停止の定義（適切な陣痛下で 2時間進行が無い）よ
りも待機した場合に経腟分娩が期待できる例が多く存
在する事，またオキシトシンの使用により適切な陣痛
が期待できるといった複数の検討から示されたもので
ある．一方で，分娩第二期の停止については所要時間
だけでは判断できず，個別に診断が必要としている．
2）本WGの目的
　我が国の現代のデータを用いて，分娩遷延の目安を
示し，分娩遷延に対する標準的な介入法を策定する事
を目的とした．分娩遷延の目安については，本研究で
得られたデータの 95 パーセンタイル値を参考に決定

表 8　米国での新たな分娩遷延，停止の基準 “First and Second 
Stage Labor Management：ACOG Clinical Practice Guideline 
No. 8. Obstet Gynecol. 2024” より
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字下げ　●表中：10Q　11Hまたは 15H　リュウミンM　●脚注：10Q　リュウミンM　11Hまたは 15H　
【統一事項】●図表とタイトルのアキ　2.5 ｍｍ　●文献・出典　10Q　リュウミンR　●ローマ数字は Iのアキをつめて 2 バイト風に見せる（リュウミンR）
� 2023.04.17 改修

初産 経産

分娩第一期活動期の開始 子宮口開大 6cm以降

分娩第一期活動期の遷延 2時間で 1cm未満（参考値）

分娩第一期活動期の停止 子宮口開大 6cm以降，既破水を前提として
・適切な陣痛下で 4時間以上　または
・オキシトシン投与下で 6時間以上
進行が得られない場合

分娩第二期の遷延 3時間以上 2時間以上

分娩第二期の停止 個別に診断する

680 日産婦誌76巻 6 号報　　告



する．一方で，分娩停止の定義を改訂するには後方視
的に得られた所要時間のみでは根拠が不十分であると
考えられたため，本WGとしては検討の対象外とした．
3）方法
　国内4施設（岡山大学病院，帯広厚生病院，東京大学
医学部附属病院，横浜市立大学附属市民総合医療セン
ター）の診療録データを用いた後方視的検討である．同
施設で経腟分娩を試み，妊娠 37 週 0 日から 41 週 6 日
までに分娩した女性を対象とした．初産・経産・硬膜
外麻酔の有無は分娩の進行に大きく影響すると考えら
れるため，それぞれ分けて検討する．
ⅰ）分娩第一期活動期の開始
　2019～2020 年度の当委員会での検討結果を採用し，
子宮口開大5cm未満を潜伏期，5cm以降を活動期（5～
6cmを加速期，6cm以降を極期）とした．潜伏期につ
いては進行に個人差が大きいことが知られているた
め，遷延の目安の策定の対象外とした．
ⅱ）分娩第一期活動期遷延
　分娩方法に依らず子宮口全開大まで到達した症例を
収集し，子宮口開大1cmあたりの所要時間について検
討する．分娩進行データが対数正規分布であると仮定
して，ある子宮口開大度から次の開大度への進行の時
間の分布を interval censored regression を用いて推
定し，中央値と95パーセンタイル値を算出する．所要
時間の 95 パーセンタイル値を遷延の目安とする予定
である．
ⅲ）分娩第二期遷延
　子宮口全開大の時刻から児娩出までの時刻の差から

所要時間を求め，中央値と95パーセンタイル値を算出
する．二期については器械分娩などの介入方針の違い
により所要時間が影響を受ける可能性があるため，所
要時間のみでなく母児の有害事象との関連についても
考慮して介入の目安を策定する予定である．
4）結果
　4施設から 19,145 例のデータが抽出された．2024年
3 月現在，統計解析中であり，解析結果をもとにWG
内で分娩遷延に対する介入法案の策定について議論す
る予定である．
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